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３Ｒ促進のためのポイント制度等 

経済的インセンティブ付けに関する検討会報告 

（最終取りまとめ） 
循環型社会の構築に向けては、消費者・市民、事業者の３Ｒにつながる環境行動（３Ｒ行動）

を一層促進することが必要であり、そのための一方策として、ポイントシステムを活用するこ

とが考えられる。 

今回、「３Ｒ促進のためのポイント制度等経済的インセンティブ付けに関する検討会」のま

とめとして、既存事例や３Ｒエコポイントシステムのケーススタディを行った結果を踏まえて、 

① 総論（３Ｒエコポイントの概要、３Ｒ分野におけるエコポイントの意義・目的、事業効果定

着のための必須要素）② ３Ｒエコポイントの事業類型、③３Ｒエコポイントシステムのケース

スタディ、④課題、⑤３Ｒ分野におけるエコポイントシステム構築に向けた提言 

を取りまとめた。各主体により３Ｒエコポイントシステムの構築が積極的に進められ、３Ｒエ

コポイントの活用を通じて、消費者・市民、事業者の３Ｒ行動が更に促進されることを目指す

ものである。 

Ⅰ 総論 

（１）３Ｒエコポイントの概要 

①３Ｒエコポイントシステムとは 

「３Ｒエコポイントシステム」とは、特定の環境配慮行動（３Ｒにつながる環境行動）を促

進するため、当該行動に伴いポイントを付与するとともに、獲得したポイントを商品やサービ

ス等と交換する制度全般のことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多くの人の日常的な活動によって引き起こされている廃棄物問題については、大規模な発生源や

ある行為の規制を中心とする従来の規制的手法による対応では限界がある面もあるため、その対策
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に当たっては表１に示すような、経済的手法や情報的手法、その他の政策手法を組み合わせ、適切

な活用を図っていくことが必要である。 

３Ｒエコポイントシステムは、循環型社会の構築に向けて、表１に示すとおり経済的手法の特徴

を活かしつつ、消費者・市民の３Ｒ行動をさらに促進することを目指すものである。 

 

表１ 環境保全のための政策手法 
手法 概要 特徴 例 

直
接
規
制
的

手
法 

社会全体として達成すべき
一定の目標と最低限の遵守
事項を示し、これを法令に基
づく統制的手段を用いて達
成しようとする手法。 

生命や健康の維持のよ
うに社会全体として一
定の水準を確保する必
要がある場合などに効
果が期待される。 

・大気汚染防止法による
硫黄酸化物等の排出基準 
・水質汚濁防止法による
排水基準 

枠
組
規
制
的
手

法 

目標を提示してその達成を
義務づけ、あるいは一定の手
順や手続きを踏むことを義
務づけることなどによって
規制の目的を達成しようと
する手法。 

規制を受ける者の創意
工夫を活かしながら、効
果的、予防的あるいは先
行的な措置を行う場合
などに効果が期待され
る。 

・ＰＲＴＲ法による届出
制度 
・大気汚染防止法による
化学物質の規制等 

経
済
的
手
法 

市場メカニズムを前提とし、
経済的インセンティブの付
与を介して各主体の経済合
理性に沿った行動を誘導す
ることによって政策目的を
達成しようとする手法。 

持続可能な社会を構築
していく上で効果が期
待される。 

・容器包装等の確実な
回収のための預託払戻
制度（デポジット）等 
・補助金、税金 

情
報
的
手
法 

環境保全活動に積極的な事
業者や環境負荷の少ない製
品などを投資や購入等に際
して選択できるように、事業
活動や製品・サービスに関し
て、環境負荷などに関する情
報の開示と提供を進める手
法。 

製品・サービスの提供者
も含めた各主体の環境
配慮を促進していく上
で効果が期待される。 

・環境報告書 
・環境ラベル 
・環境会計 
・ＬＣＡ 

自
主
的
取
組
手
法 

自主的取組は、事業者などが
自らの行動に一定の努力目
標を設けて対策を実施する
というもの。 

技術革新への誘因とな
り、関係者の環境意識の
高揚や環境教育、学習に
もつながるという利点
がある。事業者の専門的
知識や創意工夫を活か
しながら複雑な環境問
題に迅速かつ柔軟に対
処するような場合など
に効果が期待される。 

・経済団体連合会の地球
温暖化対策 
・個別企業の環境行動
計画等 

手
続
的 

手
法 

各主体の意思決定過程に、環
境配慮のための判断を行う
手続きと環境配慮に際して
の判断基準を組み込んでい
く手法。 

各主体の行動への環境
配慮を織り込んでいく
上で効果が期待される。 

・環境影響評価制度 
・ISO14001などの環境
マネジメントシステム 
・戦略的環境アセスメント 

３
Ｒ
エ
コ
ポ
イ
ン
ト
シ
ス
テ
ム 

※行政以外が主導する

場合のみ自主的取組手

法も該当する。 
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３Ｒ行動に対するエコポイントの活用場面として、具体的には、 

① 消費者・市民等に対して３Ｒ行動に応じてエコポイントを付与すること 

② 各種ポイントの還元・利用（メニュー化）を通じて消費者・市民等の３Ｒ行動を促進する
こと 

の２つの側面がある。 

②３Ｒ行動とは 

３Ｒ行動は、日常生活のあらゆるところで毎日、実行可能なものが多い。具体的には、買物

でのリデュース、リユースに関する取組やリサイクル製品の購入のみならず、分別活動や製品

の長期利用等の家庭内での取組、空き缶のポイ捨てや不法投棄の通報など広く想定される。 

主体についても、消費者・市民による行動の他、事業者による新たなビジネスモデルの展開

や、行政によるグリーン購入の促進など様々に想定される。 

 

表２ もったいない精神に則した３Ｒ行動の対象（例） 

 衣服 食 住まい（生活） 

リデュース 衣服・靴の

補修 

食べ物の売れ残りや食

べ残しの抑制 

レジ袋等の使い捨て製品の

自粛や簡易包装製品の選択、

マイ食器の利用、カーシェア

リング他レンタル・リース制

度の活用 

リユース 不用品の融

通、フリー

マーケット

での提供、

古着、ハン

ガーの再使

用 

びん・ペットボトル等

リターナブル容器の再

使用 

リユース食器の再使用、家

具･おもちゃ・陶器・なべ等

の生活用品の修理・再使用、

自動車リユース部品の利用、

解体資材の再使用 

リサイクル 使用済衣料

品の回収協

力 

食料容器包装の回収協

力、生ごみ・廃食用油

の回収、食品トレイ・

ペットボトル・卵パッ

ク、牛乳パックの回収 

割り箸・陶磁器のリサイク

ル、リサイクル製品の購入、

バイオマス肥飼料の利用、使

用済製品の回収協力、浄化槽

からのリン回収 

その他、循環型

社会づくりに

貢献する行動 

 生ごみの水切り・乾燥、

分別収集への協力 

適正処理への協力 

事業者による３Ｒに資する新たなビジネスモデルの展開（製品の長寿

命化や環境負荷低減に資する原材料・製品やサービスの利用） 

行政によるグリーン購入・契約や環境管理システムの導入 

 

３Ｒ分野におけるエコポイントシステムを検討するに当たっては、３Ｒ行動の特性を踏まえ、

システムの対象として促進すべき取組を明らかにし、また、重点化することが必要である。 
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表３ ポイントを付与することで、促進が期待される３Ｒ行動の例 
区分 ３Ｒ行動 概要 現在の状況と目標（※） 

リ
デ
ュ
ー
ス 

外食の食品ロス削減 居酒屋や結婚式場等の外食時における 
完食や残り物の持ち帰り 

食品循環資源の再生利用等
実施率 外食産業 22％
（2007）目標率40% 

中食の食品ロス削減 賞味期限間近の弁当などの食品の購入 食品循環資源の再生利用等
実施率 食品小売業 35％

（2007）目標率45% 

マイ食器の利用 マイボトルやマイ箸、リユース食器等
を利用し飲食・食品購入 

マイ箸の携帯率10.2%、 
再使用可能な容器製品選好
率11.7％（2009） 

カーシェアリング等のサ
ービサイジング 

自動車を所有せず、複数世帯等で共有
するシェアリング等の利用 

 

リ
ユ
ー
ス 

リターナブル容器の利用
と回収 

リターナブルびんやペットボトルの積
極利用や回収協力 

再使用可能な容器製品選好
率11.7％（2009） 

使用済製品等の回収・リ
ユースへの協力 

ハンガー（クリーニング店）、リサイク
ルショップ等への生活不用品の積極持

ち込み 

中古品取扱店等での売買選
好率21.0％（2009） 

生活用品の修理・再利用 町の家電屋等への修理目的の持ち込み 破損品の修理実施率34.7%、
不要品の他の目的での使用
率45.4%（2009） 

自動車部品リユース 自動車の修理補修時に自動車リサイク

ル部品（リユース部品又はリビルド部
品）の利用を選択 

 

解体時のリユース製品の
引渡し 

住宅等の解体時における業者への家
具・古材等のリユース可能製品の引渡
し 

 

リ
サ
イ
ク
ル 

リサイクル製品等の購入 容リプラ利用製品やグリーン購入製
品・エコマーク製品等のリサイクル製
品等の購入 

リサイクル製品の積極的購
入率14.6％（2009） 

エコ肥料の利用 市民農園等での生ごみ堆肥等の利用や
エコ肥料を使用した農作物の購入 

 

使用済製品等の回収・リ
サイクルへの協力 

インクカートリッジ、小型家電製品・
携帯電話、蛍光灯、廃食油、ペットボ
トル等の回収協力 

インクカートリッジ（学校：
登録校10,000校超）リサイ
クル目的の店頭回収協力率
（携帯電話）20.4（2009） 

使用済衣料品の下取り 百貨店・服飾店への使用済衣料・靴等
の引渡し 

 

浄化槽からのリン回収協
力 

高度処理浄化槽からのリン回収への協
力 

 

そ
の
他
、
循
環
型
社
会 

づ
く
り
に
貢
献
す
る
行
動 

生ごみの減量 コンポスト・生ごみ処理機を使った生
ごみの減量化・堆肥化 

生ごみの堆肥化実施率 
13.1%（2009） 

ごみの適正処理への協力 ポイ捨てや資源の持ち去り・不法投棄
の通報 

 

事業者による新たなビジ
ネスモデルの展開 

事業者が新たなビジネスモデルに基づ
く３Ｒ事業を展開 

 

※現在の状況は、中央環境審議会循環型社会計画部会資料による 
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（２）３Ｒ分野におけるエコポイントの意義・目的 

①機能 

３Ｒ分野におけるエコポイントは、以下の４つの機能がある。 

①  ３Ｒ行動として何が行えるか、行うべきかを資源やエネルギーの削減・廃棄物の減量などの
観点から具体的に明らかにする「見える化」機能 

② 消費者・市民、事業者の新たな３Ｒ行動を「促進・浸透」させるとともに、既存の３Ｒの取

組を将来にわたり「持続」させる機能 

（ポイント（金銭又は社会的評価）を消費者に付与することで、３Ｒ行動のうち、現状進んでいない、又は更

に進めることが望ましい取組を促進・浸透させたり、さらに持続することで、行動を選択しながら柔軟に３

Ｒ目標を達成するシステムである） 

③ ポイントの還元・利用方法として３Ｒ行動を対象とした場合には、ポイントの利用を通じた

３Ｒ行動など更なる環境配慮活動を「追加促進」する機能 

④ ポイント付与や還元・利用を通じた環境貢献・社会還元、ＰＲ効果や集客振興効果のほか、

経営や処理コスト削減などの「３Ｒとそれ以外の事業活動ないしは社会活動との協調・相乗効

果の発現」機能 

② 目標・目的 

３Ｒエコポイントでは、①の機能を踏まえ、行政、事業者、消費者・市民等の関係者間の連

携を推進するとともに、特に消費者・市民の高い関心を具体的な３Ｒ行動に結びつけ、循環型

社会の構築に向けて市民レベルから貢献していくことを目的とする。 

③ 主体ごとの意義・役割（負担）・効果 

３Ｒエコポイントの主体としては、行政、事業者、消費者・市民、ＮＰＯ/ＮＧＯが考えられ

る。 

個々の事業により異なる部分があるが、主体ごとの意義・役割（負担）・効果については、

以下のとおり考えられる。 
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表４ ３Ｒエコポイントの主体ごとの意義・役割（負担）・効果 

主体分類 各主体が行う意義・目的 導入に当たっての役割、

行うべきこと 

効果 

（メリット） 

行政 ・政策目的（３Ｒ推進等）

の実現 

・３Ｒ行動の取組実施、

企画・検討 

・制度面の確認 

・広報（住民に対する説

明） 

・廃棄物処理コストの縮減 

・廃棄物処理サービスの向

上 

事業者 ・３Ｒの推進 

・一部の事業では、廃棄物

の削減 

・３Ｒの取組実施、企

画・検討 

・３Ｒエコポイント事業

の運営 

・販売促進 

・ＣＳＲの実施 

消費者・市民 ・３Ｒエコポイントの取組

への参加 

・３Ｒ行動の実施 ・ポイント還元 

・ポイントを活用した環境

行動の推進 

ＮＰＯ／ＮＧＯ ・３Ｒエコポイントの運営

への協力による環境行動の

推進 

・３Ｒの取組の運営への

協力 

・社会貢献（ＮＰＯ／ＮＧ

Ｏの設立目的の普及） 

 

（３）事業効果定着のための必須要素 

事業内容に関わらず、３Ｒエコポイントシステムの導入に当たり、３Ｒ行動を促進するため

の必須要素としては、①明確な目標・理念、②中心的役割を担う主体、③費用負担を含めた関

係者の役割の明確化が考えられる。また、関係者の十分な理解の上で、取組の連携を図ること

が重要である。 

具体的には、３Ｒエコポイント事業の目的や目標、関係者の役割とメリットなどについて、

十分な共通理解が得られた上で、適正な事業規模（事業収支を考慮したもの）、中心的役割を

担う主体の確立、実施期間などを考慮し事業を行うことなどが重要である。 
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Ⅱ ３Ｒエコポイントの事業類型 

（１）３Ｒエコポイントの事業類型 

３Ｒエコポイント事業を（１）入口、（２）体制、（３）出口に区分して考えると、以下の

とおり類型化できる。具体的に事業を検討する場合、各区分で適切なメニューを選択し、組み

合わせることで事業を想定することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３Ｒエコポイントの事業類型 
１）入口 

３Ｒエコポイントシステムは、ポイントという経済的インセンティブを用いて、消費者・市

民の３Ｒ行動を促進するものであることから、３Ｒエコポイントの事業類型を整理するに当た

っても、３Ｒ行動を整理の基準とし、次のとおり事業を類型化した。 

３Ｒ区分に着目して事業内容の類型化を行うと、特定の３Ｒ行動促進を促進したいケース（特

定３Ｒ行動促進型）と、特定の３Ｒ行動の促進に加えて高次の目的を達成したいケース（多目

的型）に類型できる。 

（１）入口（IN） 

○付与対象とな

る３Ｒ行動 

の類型化 

（２）体制 
○事業規模 
○場所 
○企画主体 
○運営主体 
○原資提供者 
○事業への参加者 
○ポイント交換ｼｽﾃﾑ 
の類型化 

（３）出口（OUT） 

○還元メニュー 

の類型化 

× × 
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Ⅰ 特定３Ｒ行動促進型（特定の３Ｒ行動を促進したい） 
  １）リデュース目的型 

   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 
・簡易包装、レジ袋削減行動 

     ・外食及び中食の食品ロス削減行動 
     ・マイボトル、マイ箸、マイ食器の使用 

     ・カーシェアリング                      など 
  ２）リユース目的型 

   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 
・リユースびんの使用、回収 

     ・生活不要品の使用、持ち込み 
     ・小型家電製品の回収 

     ・自動車部品の使用 
     ・住宅解体古家具、古材の使用、持ち込み  など 

  ３）リサイクル（マテリアル、サーマル）目的型 
   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 

・ペットボトル回収、持ち込み 
     ・リサイクル製品の購入、販売 

     ・生ごみのたい肥化、たい肥の使用 
     ・蛍光灯回収、持ち込み 

     ・廃食油回収、廃食油利用製品の使用 
     ・インクカートリッジ回収、持ち込み 

     ・携帯電話回収、持ち込み 
     ・古着、古布回収、持ち込み        など 

  ４）その他（ごみ拾い等） 
 （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 

     ・ごみ拾い                 など 
 

Ⅱ 多目的型（特定の３Ｒ行動の促進に加え高次の目的を達成したい） 
  １）複数３Ｒ行動同時促進型（様々な３Ｒを同時に達成したい） 

   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 
・小売業活用 

     ・外食業（結婚式場含む）活用 
     ・イベント活用 

     ・修理、リサイクル業活用 
  ２）地域振興同時促進型（地域振興も同時に達成したい） 

   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 
・地域商店街活用 

     ・温泉街活用 
  ３）環境教育同時促進型（環境教育も同時に達成したい） 

   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 
     ・公共施設（学校）活用 

  ４）特定３Ｒ行動類型促進型（特定の行動類型を同時に達成したい） 
   （この類型に当てはまる３Ｒ行動例） 

          ・宅配システム活用（回収系行動を一括して） 
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２）体制 

① 事業規模 

①地域の対象範囲（広さ）、②予算・経費、③対象者、④廃棄物排出量、⑤消費者の購買範

囲などの観点がある。 

１）地域の対象範囲（広さ）･･･地域商店街・市区町村・都道府県又は全国 

２）予算・経費 

３）対象者（対象人口、性別、年齢層など） 

４）廃棄物排出量 

５）消費者の購買範囲 

 

② 事業の中心となる場所 

３Ｒエコポイントの活用の主たる場としては、以下のとおり想定できる。 

・○○小売店舗 

・○○工場 

・○○学校 

・○○商店街 

・○○地域 など 

 

③ 企画主体 

企画主体として、事業の発案、事業化の検討に関して、次のとおり中心的な役割を担う主体

が想定できる。 

・行政           ・地域協議会 など 

・事業者 

・ＮＰＯ／ＮＧＯ 

      

企画主体
（行政、事業者、NPO、地域協議会）

３R活動事業の
中心となる場
の関係者
（事業者 等）

利用者
（市民、消費者等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

ポイント付与

ポイント利用

運営主体

●事業の発案
●事業化の検討
・事業化交渉、事業方針確定‥
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（参考）企画主体ごとの具体的な例は、下記のケーススタディの該当図を参照願います。 

１．行政；参考資料３「古着リユースリサイクル促進に向けた取り組み」（Ｐ３８） 

２．事業者；参考資料３「宅配システムを利用した３Ｒ促進に向けた取り組み」（Ｐ７４） 

３．ＮＰＯ／ＮＧＯ；参考資料３「マイボトル普及に向けた取り組み」（Ｐ１） 

４．地域協議会；参考資料３「地域商店街における３Ｒ促進に向けた取り組み」（Ｐ５９） 

 

④   運営主体 
運営主体は、３Ｒエコポイント事業実施の際の運営を担う主体であり、企画主体が運営主体

となる場合と、関係者で新たな主体を立ち上げる場合がある。 

・企画主体が運営主体となる場合、 

 -自ら運営主体となる場合 

 -運営を委託する場合（ＮＰＯ／ＮＧＯ、企業） 

・新たに運営主体を構築する場合（事業関係者による協議会などを通じて） 

   

企画主体
（行政、事業者、NPO、地域協議会）

３R活動事業の
中心となる場
の関係者
（事業者 等）

利用者
（市民、消費者等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

ポイント付与

ポイント利用

運営主体
３Rエコポイント事業実施の際の運営を担う主体

運営主体決定
・企画主体が運営主体となる

・新たに運営主体を構築する

●事業実施の為のポイント交換システム構築

●ポイント管理 ●事業報告 ●広報、その他
 

（参考）運営主体ごとの具体的な例は、下記のケーススタディの該当図を参照願います。 

１．自ら運営主体となる場合；参考資料３「宅配システムを利用した３Ｒ促進に向けた取

り組み」（Ｐ７４） 

２．運営を委託する場合；参考資料３「小売店舗を活用した資源の拠点回収、リサイクル、

リユースの推進」（Ｐ４５） 

３．新たに運営主体を構築する場合；参考資料３「自動車リサイクル部品等の活用促進に

よるエコ・ユーザーの育成」（Ｐ１６） 
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⑤ 原資提供者 

３Ｒエコポイントの原資提供者は、３Ｒ分野の環境行動を通じて事業効果や環境効果が得ら

れる受益者が負担することが望ましい。具体的には、行政、事業者が考えられる。 

・行政 

・事業者（１社、または複数社）・・・消費者に転嫁されるものを含む 

 

⑥  事業への参加者 
参加者は、次の者が考えられる。それぞれの事業分野に応じて複数の事業者が参加すること

になる。 

・事業者   ・ＮＰＯ／ＮＧＯ    

・市民    ・大学 など    

・行政           

 

    

企画主体
（行政、事業者、NPO、地域協議会）

３R活動事業の
中心となる場

の関係者
（事業者 等）

利用者
（市民、消費者等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

その他関係者
（関連事業者 等）

ポイント付与

ポイント利用

運営主体

●３R分野の環境行動を通じて事業効果や環境効果
が得られる受益者が負担することが望ましい

（行政、事業者（１社、または複数社））

原資負担 原資負担

 

（参考）原資提供者の具体的な例は、下記のケーススタディの該当図を参照願います。 

１．行政；参考資料３「小売店舗を活用した資源の拠点回収、リサイクル、リユースの推

進」（Ｐ４５）より 

２．事業者；参考資料３「古着のリユースリサイクル促進に向けた取り組み」（Ｐ３８）

より 
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⑦ ３Ｒエコポイントのポイント交換システム 

ポイント交換システムは、ポイント交換のしくみやポイントの蓄積媒体としての役割があり、

それらは新規に構築する場合と既存システムを活用する場合がある。さらに、既存システムを

活用する場合は、拡充・変更（既存のポイントシステムの統合や改善などを目的とする方法）

を行うものと、他のポイントシステムと連携を行う（交通系カード等の性格を異にする他のポ

イントシステムに算入するなどの方法）ものに区分できる。 

・新規に構築 

・既存システムの活用 

  -拡充・変更 

-他のポイントシステムとの連携 

（参考）具体的な例は、下記のケーススタディの該当図を参照願います。 

１．拡充・変更；参考資料３「宅配システムを活用した３Ｒ促進に向けた取り組み」    

（Ｐ７４） 

２．他のポイントシステムとの連携；参考資料３「他地域のポイントシステムと３Ｒエコ

ポイントシステムの連携」（Ｐ８１） 

 
表 カードの種類と特徴 

種類 特徴
カード代金
(1枚あたりの
目安金額）

レコーダー代金

レコーダーに直接カードを接触させるタイプ

（例）クレジットカード

レコーダーにカードをかざし、データ通信するタイプ

フェリカ方式やマイフェア方式などがある

フェリカ方式：（例）スイカ、パスモ、イコカなど

マイフェア方式：（例）中国、韓国などの交通機関での利用

バーコード バーコードを読取・認証する。 10円 6千円～

紙製のカードを利用タイプ

スタンプ方式やシール方式がある。

（例）小売店などでの利用

リライトカード

100～500円

10万円

レンタルの場合：
1.5万円/月
（通信料込み）

非接触型

文字を印字消去できる書き換え可能なタイプ 20～30円

接触型

紙カード 30円
約3千円

（スタンプ代）

PC型端末、CAT端末
（ｸﾚｼﾞｯﾄ決済端末）
約10万円

※安い端末でポイン
ト利用のみなら2千
円から可能

500円
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３）出口 

ポイントの還元・利用メニューは、既存の取組事例を参考に以下のとおり類型化できる。 

・物品交換方式 

・商品購入連携方式 

・金銭交換方式 

・くじ方式 

・環境活動参加方式 

・なお、現行のポイント還元・利用メニューについては、表に示すようなものがある。 

 

表 既存のポイント還元・利用メニューの例 
分類 還元・利用メニュー 

物品交換方式 

景品 

贈答品 

おもちゃ 

ごみ袋 

自宅記念花 

オリジナルマイバッグ 

商品購入連携方式 

商品引換券 

商品値引券 

ポイント分割引 

金銭交換方式 
プリペイドカード 

他ポイントとポイント交換 

くじ方式 懸賞に応募 

環境活動参加方式 

環境団体・活動に寄付 

環境イベントへの参加 

植樹・植花 

（出典：第１回検討会で取り上げた先進的取組事例から抽出） 
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Ⅲ ３Ｒエコポイントシステムのケーススタディ 

既に取組が進んでいる事業を参考に、新たなインセンティブ付けをすることで、さらなる取

組の促進を図ることを想定し、３Ｒエコポイントの導入方法や関係者の役割分担について検討

を行う。 

また、事業実施効果や３Ｒエコポイント制度導入に向けた課題の整理を行う。 

１）ケーススタディの具体的内容は、表に示した。 

２）ケーススタディに当たっての具体的考え方、観点 

  ケーススタディに当たっては、次の考え方に基づき、整理、検証した。 

① 現状と課題 

② ３Ｒエコポイントによる具体的な事業促進イメージ 

③ 関係者の機能分担イメージ 

事業実施に当たり、各主体のメリットと負担を明確にするため、具体的にどのような主

体が関係し、それぞれの主体がどのような役割・実務の分担を行う必要があるのか、また、

それぞれの主体にとってどのようなメリットがあるのかを整理。 

④ 事業化に向けた連携・手続きフロー 

事業の導入に向けて、③の各主体がどのような手続き等を行う必要があるかをフロー形

式で整理。 

⑤ ３Ｒエコポイントによる事業実施効果 

事業実施効果を検証する。なお、具体的な数字例がある場合は記載する。 

⑥ ３Ｒエコポイント制度導入に向けた課題と施策の方向性 

 ケーススタディを行った結果判明した課題と方向性を整理 
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（３）ケーススタディの評価 

ケーススタディを踏まえた評価は、以下のとおりである。 

１）入口 

① 事業内容 

・特定の３Ｒ行動の促進を目的とする事業は、リデュース、リユース、リサイクルのそれぞれ

に単独で区分できないものが多いが、関係者間では３Ｒ行動の目的や効果などの共有が図り

やすいという特徴がある。 

・一方、多目的型の事業については、取組の「場づくり」が重要であり、３Ｒ行動の促進が他

の目的を達成させるための手段としての位置付けもあることから、３Ｒ行動による効果も含

めた事業効果や事業継続のための検証などが必要である。 

 

２）体制 

① 事業規模 

・３Ｒの事業内容などの特性、事業の関係者の範囲などにより異なるが、いずれも一般廃棄物

の処理を所管する市町村との連携の上で取り組まれているものが多い。一方、大規模地域を

対象とするものには、民間事業者による取組が多い。 

・事業規模は、事業採算性や事業継続性などの観点から十分な検討を行う必要がある。 

②企画・検討・ 運営主体 

・行政の場合には、関係者の連携による３Ｒの取組促進をテーマに、個別リサイクル法に基づ

く対応以外の分野として、例えば生ごみリサイクル事業として一般廃棄物処理基本計画に位

置付け、市民からの協力を得た上で取組を進めた事例がある。 

・事業者の場合には、例えば宅配事業を始めとして、顧客の囲い込み、ＣＳＲとしての取組、

事業効果が高い新たなビジネスモデルの展開などを目指した対応が考えられる。 

・ＮＰＯや地域協議会の場合には、行政と事業者のパイプ役を果たすコーディネーターとして

の機能があり、実際には、事業の具体化における役割は大きい。関係主体としては、ＮＰＯ、

大学、事業者（機械メーカー等）などがあるが、既存事例ではいずれも財務面や活動状況に

ついて透明性が確保されているという特徴があり、事業者にとってはビジネスチャンスとな

り、ＮＰＯにとっては、ＮＰＯの社会的基盤としての認知度向上というメリットがある。 

③ 原資提供者 

・原資提供者については、事業者及び行政によるケースがある。行政を含め、いずれの場合に

おいても、原資提供に伴う費用対効果が重要である。ケーススタディでは、単独の事業者の

パターンが多く見られたが、事業継続性及び受益者負担の観点から、複数の主体による原資

負担が望ましいものと考えられる。 

・行政については、原資やインフラ整備（レンタル含む）に対する負担が考えられるが、事業

継続性の観点からは財源の根拠の明確化が重要である。一方、事業の発案の際に、事業者が

進めるビジネスモデル調査や実証事業への助成など立ち上げを支援することも考えられる。

いずれの場合も、行政は市民、事業者と連携した上で、ごみ処理費用の効率化、合理化を進

めるものであり、最大限の積極的な関与が必要である。 

 



17 

④ ポイント交換システム 

・カードを利用する場合は、財政面や事業の方向性などを考慮のうえで、いずれも選択できる

状況である。事業の導入当初は、金銭的に負担の少ない磁気カードや紙カードなどを使用し、

市民の認知度を高めることが考えられるが、事業安定後は他事業との連携・拡大（交通系カ

ードとの連携など）、システム拡充が考えられる。 

 

３）出口 

① 還元メニュー 

・還元メニューについては、買物補助（地域商店街共通商品券含む）、環境活動への寄付、そ

の他地産地消メニュー、他のポイントシステムとの連携などが考えられる。 

・いずれも、事業主体が、事業参加に伴うメリットを感じられることが前提となるが、ポイン

トを獲得した消費者が魅力を感じられるメニューを用意する必要がある。 

（４）３Ｒエコポイントによる推進が期待される事業 

これらの評価及び既存事例を踏まえると、３Ｒエコポイントによる推進が期待される事業とし

ては、次のようなものが考えられる。 

ただし、事業の目的、地域の規模、関係者など様々なケースが考えられ、これに限らず地域の

実情に応じた最適な事業がある。 

（例１）行政又は事業者が企画、検討、実施段階では組合やＮＰＯへ運営を委託 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係組合 or NPO
運営主体

３R活動の
中心となる場

事業者B

利用者
（市民、
消費者等）

関連事業者C

関連事業者D

ポイント付与

ポイント利用

原資負担
（複数事業者より）

行政 or  事業者A
企画主体

行政又は事業者が関係者の参画を得ながら企画、
検討、実施の段階では組合やNPOが運営
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（例２）事業者が自社の３Ｒ行動として企画、検討～運営まで全体をコーディネート＆実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例３）ＮＰＯや地域協議会などが企画検討から運営まで全体をコーディネート 

       

NPO、地域協議会
企画主体/運営主体

３R活動の
中心となる場

事業者A
（小売店舗 等）

利用者
（市民、
消費者等）

関連事業者B

関連事業者C

ポイント付与

ポイント利用

原資負担
（複数事業者より）

NPO,地域協議会が企画検討から運営まで
全体をコーディネート

 

事業者A
３R活動の
中心となる場

利用者
（市民、

消費者等）

関連事業者

関連事業者

ポイント付与

ポイント利用

原資負担
（複数事業者より）

事業者が自社の３R活動として企画、検討～運営
まで全体をコーディネート＆実施

事業者A
企画主体/運営主体
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Ⅳ 課題 

  ３Ｒ分野におけるエコポイントシステムについては、ケーススタディを踏まえた以下の共通課

題を考慮して、具体的なシステム設計や連携構築を図るべきである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

１）「事業の発案」の段階における課題と方向性 

（関係者との協議） 

①  はじめに、３Ｒ事業の目的、内容といった大義名分や目標を掲げ、事業に参加する関係者が
連携の上で、事業やインセンティブ付与の必要性について共通認識を深めることが必要であ

る。 

② その後、インセンティブの方法として、３Ｒエコポイントを検討する場合には、その付与方

法、還元メニューなどを協議の上で、主体ごとの意義・役割・効果を明確にするよう、定性的

な討議を行い、関係者で共通理解を進める必要がある。 

③ さらに、事業化を目標に検討体制を構築し、行政と連携の上で、モデル事業やケーススタデ

ィなどに取り組み、課題の整理を行い、事業計画案を作成する必要がある。 

④ ３Ｒ分野におけるエコポイントシステムは、地域や事業者で各種の取組がなされている一方、

これらの取組の継続・拡充に当たっては課題がある場合があり、未だポイントシステムの対象

となっていない３Ｒ行動も多くある。このため、既存のポイントシステムの維持・発展に向け

た取組や、地域で未だ実施されていない新規のポイントシステムの構築を行うなどの地域の観

点、更にそれをつなげ・広げる全国的な視点から必要な方策の検討が必要である。 

課題 

・関係者との協議 

・関係法令の整理 

・事業イメージの整理 

（３Ｒエコポイントの対象範囲の想定） 

・事業効果の明確化 

・関係者による事業計画の合意 

・３Ｒエコポイントの付与・利用方法 

・関係者の役割分担の明確化 

・３Ｒエコポイント事業の普及啓発 

 

事業の発案 

事業計画の検討 

事業実施 

準 
備 

計

画

策

定 

評価 

実

施 

評

価 
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（関係法令の整理など行政との相談） 

① ３Ｒ分野は、廃棄物や有価物などの取扱区分や各種個別リサイクル法に関わる法律など制度

面の整理が必要な場合がある。そのため、都道府県や市町村の廃棄物担当部署などと事前相談

の上で、事業化に当たり必要な許認可などの取得・適法性の確認などを行う必要がある。 

② 一方、行政としては、３Ｒエコポイントシステムを３Ｒ分野の効率化・合理化を進める参加

型の手法と捉えることができ、インフラ整備や普及に向けた関係主体への啓発・事業の監視な

どの役割を担い、各種支援を行うことが重要である。 

（事業イメージの整理；ポイントシステムの対象範囲の想定） 

① ３Ｒ行動は、日常生活や企業活動、行政事業などのあらゆる場面で様々な取組が期待される

ため、ポイントシステムの対象とする取組や主体、地域の裾野は出来る限り広いものとするこ

とが望ましい。 

② また、連携主体も小売事業者に限らず、市町村や製造事業者、循環関係事業者、ＮＰＯ／Ｎ

ＧＯ、消費者など幅広い関係者の連携が期待されるシステムであることが望ましい。その際、

どの主体を中心として連携することがポイントシステムの円滑化につながるか考慮することが

望ましい。 

③ さらに、３Ｒ行動は、毎日の取組が継続的に行われることが重要であるため、こうした取組

をポイント対象としていくことが必要である。 

④ 一方で、毎日の取組によるポイント取得に関心のない消費者も存在するので、耐久消費財の

買替など、不定期な行動もバランスよくポイント対象としていくことが必要である。 

②  また、取組を息の長い習慣としていくことやポイント還元期間が短期であることに端を発す
るかけ込み的なポイント使用・発生による余分な環境負荷を抑制するため、ポイントは長期間

蓄積できること（いわゆる「塵も積もれば山となる」）も重要である。一方、ポイントを付与

する事業者等にとってはポイントの会計や税務上の整理、特に、未利用のポイントが年度を跨

ぐことにより会計上の負債が累積することにも留意する必要がある。 

⑥ その他、個々の消費者を対象とするだけではなく、消費者の行動により、一人当たりごみ排

出量の削減や集団回収量の増加等に成果が挙がったと認められる自治会に対してポイントを付

与する仕組みなども、事業効果を上げる観点から併せて検討すべきである。 

⑦ 消費者の３Ｒ行動を促進する新たなビジネスモデルを事業者が進めることができるようポイ

ント付与対象の３Ｒ行動を固定化することなく、柔軟に対応することも必要である。 

⑧  廃棄物の処理を効率的に進めるためにも、市町村のイニシアチブで市民と事業者との連携を
進めることが必要である。例えば、生ごみのたい肥化に率先して取り組む消費者や企業に対し、

ポイントを付与することで取組を促進することも考えられる。 

⑨   エコポイントという経済的インセンティブを付与するに当たって、３Ｒエコポイントを推進
する観点から整理すべき制度的課題については、その検討を進めることが望ましい。 
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（事業効果の明確化） 

① 事業は、関係者による検討目標を設け、事業構想の段階から事業効果の明確化を図る必要が

ある。 

② また、関係法規等の確認、基本方針・目標の確認、想定しうる推進体制、事業内容（ポイン

ト付与の行動・ポイント付与計算方法、還元メニュー）など、事業計画の基礎となる事項に関

して、ケーススタディなどの検討を通じて関係者の共通理解を得るとともに、原資提供者の明

確化を行うことが重要である。 

 

２）「事業計画の検討」の段階における課題と方向性 

（関係者による事業計画の合意） 

① 地域の現状（ごみ・３Ｒの現状、関係法規等）、基本方針・目標（なぜやるのか、何を目指

すのか）、推進体制、事業内容（ポイント付与の行動・ポイント付与計算方法、還元メニュー）、

収支計画、スケジュール（事業開始後の中間評価等を含む）などを含めた具体的な検討を行い、

事業計画を策定することが必要となる。 

②  事業計画の策定にあたり、関係する主体として、事業者、行政のみならず、市民、市民団体、
ＮＰＯ／ＮＧＯなどへ参加を促し、計画段階から協力した取り組みを進めることが重要であ

る。 

③  実施方針の確定、事業契約締結、導入先の確定など関係者との調整、合意を得ながら、事業
計画の具体化を図っていくことが重要である。 

④  ３Ｒエコポイントシステムの計画を策定するにあたっては、様々な政策手法を組み合わせ、
適切な活用を図っていくことも必要である。例えば、家庭ごみの有料化といった直接規制的手

法と経済的手法を政策パッケージとして組み合わせることで、持続的かつ効果のある取組とな

るものと考えられる。 

（３Ｒエコポイントの付与・還元方法） 

① ポイントの付与方法については、効果によって重みづけをすることや一行動当たりのポイン

トを平等な量とすること、３Ｒ効果とＣＯ２削減効果の相乗分で重みづけすること等いくつか

の方法が考えられるが、いずれにせよ、３Ｒ行動による３Ｒ・ＣＯ２削減効果を客観的に評価

する方法を検討することが必要である。 

①  還元・利用方法については、３Ｒ分野への貢献や、植林、カーボン・オフセットなどの環境
配慮活動のみならず、３Ｒを推進する団体への寄付などの社会貢献に寄与する品目の追加、他

のポイントシステムと連携した幅広い還元メニューなど、消費者にとって魅力あるものとする

よう検討することが必要である（魅力的な還元を行うことで、無駄な消費につながるポイント

還元を回避しやすいと考えられる）。 

③ また、その他ポイントの還元方法は金銭的インセンティブのみならず、社会的な評価として、

例えばポイント事業者によるポイント取得上位者の表彰など、幅広い観点から消費者のメリッ
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トとしてどのようなポイントが望ましいかを検討すべきである。 

（金銭的インセンティブ１つ取っても、１ポイント＝１円といった均等配布の方法や、一定ポイントを貯めた

時点における商品・金銭交換、さらにクジ方式など様々な手法があることにも留意すべき） 

④ 一方で、ポイントの還元を幅広くすると、ポイントが通貨と同様の価値を有することとなり、

原資の供給が難しくなる可能性がある。ポイントの還元にある程度の制限を設けることが集客

効果だけでなく原資の確保に資することを理解し（例えば、航空会社のマイレージで座席を確

保することのように、ポイントを付与しても空席率が変化するのみで、実質的な費用負担は少

ない。一方、消費者にとっては一席分の大きな価値がある。）、ポイントの還元・利用対象が

原資提供者にとって実質的な費用負担が少ないもので、かつ３Ｒにも資するような還元・利用

対象がないかを検討することも重要である。 

⑤ その他、３Ｒ行動に付与されるエコポイント以外の他のポイントシステムについても、還

元・利用方法として３Ｒ行動が促進されるメニューが加えられるよう働きかけることも望まし

い。 

（関係者の役割分担の明確化） 

① ポイントによる事業者や行政側が受けるメリットとして、コスト削減効果、社会還元、ＰＲ

効果、地域活性化効果等を可能な限り定量的に明らかにすることで、参画に当たっての判断条

件を整備していくことが重要である。 

  例えば、ポイントシステムの対象について、定量的な目標率を定め、事業者の取組みによる

寄与（貢献）率をわかりやすい指標として用いることや、自治体の一般廃棄物政策ニーズを示

すことにより、事業者や行政の取組を誘導し、参画のインセンティブとなるようなしくみの検

討が必要である。 

 

３）「事業実施」の段階における課題と方向性 

（役割分担に応じた実施） 

① 事業計画にのっとり各主体が役割に応じ、着実に実施していくことが重要である。ただし、

想定していない事態が発生した場合は、各主体が連携の上で臨機応変に対応することも必要で

ある。 

（３Ｒエコポイント事業の普及啓発） 

① ポイントシステムの実施に当たっては、効果的な実施に必要な普及啓発や認知方法、また、

そのための関係者の連携なども併せて検討が必要である。 

② また、事業継続にあたり、事業成果をとりまとめた報告会や関係者での意見交換（課題の共

有、改善提案）などを行うことが重要である。 
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４）「評価」の段階における課題と方向性 

① 事業計画の段階で、目標を明確にするとともに、目標達成に向けた中間評価の時期、評価対

象を予め設定しておくことが必要である。 

② なお、行政が関与する事業については、当該３Ｒ行動が市民への廃棄物処理サービスの向上

や行政コストの縮減等に結びついているかなどの検証も必要がある。 

③ ３Ｒエコポイントの事業効果について、環境側面からの検証を行うことが重要である。また、

関係者の関わりや費用負担状況などを把握した上で、事業継続性の観点からの見直しや取組評

価を行うことが必要である。 
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Ⅴ ３Ｒ分野におけるエコポイントシステム導入に向けた提言 

３Ｒ分野におけるエコポイントシステム構築に向けて、３Ｒ行動の事業計画、実施の検討を

進める主体に向けて、準備、計画、実施、評価の各段階における取組方向を示すとともに、今

後のガイドラインの検討にあたっての提言を以下のとおり行う。 

（１）３Ｒエコポイントに取り組もうとする主体に対して 

１）「準備」の段階 

① ３Ｒ行動は、行政、事業者、消費者・市民、ＮＰＯ／ＮＧＯ、地域協議会などの関係者が連

携することで、新たな取組として拡がる可能性が高いことから、準備段階では、創意工夫や地

元のアイデアを十分に取り入れ、関係者の連携により「小さく生んで、大きく育てる」ことを

目指して取り組むことが重要である。 

２）「計画」の段階 

① 事業者・行政等の参画を確保する観点から、ポイントシステムの定量的な成果や関係者の便

益等を明らかにし、行政や地域のポイント負担の合理性や必要性などの見える化を行うことが

必要である。 

② 地域のポイントシステムを後押しするには、多くのポイントを得た消費者・市民を模範とし

て示すこと（表彰などにより）や、高獲得ポイントに応じた消費者メリットの高い還元・利用

メニューを提供するなど、地域の取組の底上げを図ることを検討することが必要である。 

③ さらに、既に３Ｒエコポイントシステムを導入している地域においては、３Ｒ分野のポイン

トシステムをプラットフォームとして活用し、その他の環境分野や、健康・福祉・まちづくり

等の他の分野に範囲拡大して利用することを検討することも有用である。 

３）「実施」の段階 

① 消費者のより積極的な参加を促すため、３Ｒ行動の効果やポイント対象であること等、３Ｒ

行動の更なる見える化の検討（値札やレシートにマーキングすることや、取組成果のわかりや

すい表現など）やポイントの多様化に向けた様々なメリット付与などの検討が必要である。 

② 事業者間のみならず事業者内部においても認識を共有し、事業への参加者が事業目標や各役

割に応じた取組を進めることが重要である。 

４）「評価」の段階 

① 環境効果や、取組を通じた負担状況などについて、客観的評価を行うことは、事業継続性の

観点からも重要である。 
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（２）今後のガイドラインの検討に向けて 

３Ｒエコポイントシステムの導入に向けては、関係者連携の上で、導入に向けた計画的な取

組が必要である。そのため、事業促進に向けては、３Ｒエコポイントの事業の発案、事業計画

の策定、事業実施計画に至るまで、共通する課題や、それを踏まえた取組視点などについて、

事業の関係者に対して分かりやすい、事業効果の測定のための手法も含めたガイドラインを検

討することが望ましいと考えられる。 

ガイドラインの検討に当たっては、Ⅲの課題が解決されるように検討を進めることが重要であ

るが、特に次の点に留意することが重要である。 

１）「準備」の段階 

① ３Ｒエコポイントシステム導入のためには、明確な目標・理念、事業の中心的な役割を担う

主体、費用負担を含めた関係者の役割分担の明確化が不可欠である。 

② また、３Ｒエコポイントシステムの導入のためには、消費者・市民、事業者、行政、ＮＰＯ

／ＮＧＯ等できるだけ多くの関係者による連携を支援できるものにする。さらに、消費者・市

民、事業者、行政、ＮＰＯ／ＮＧＯ等の関係者が話し合う場づくりが必要である。 

２）「計画」の段階 

① ３Ｒ行動の計画や実施に向けては、ライフスタイルの見直しに対するインセンティブ、市民

に対する啓発効果、効果に応じた適正なポイント付与等の観点から事業効果の「見える化」が

重要である。そのため、３Ｒ行動による廃棄物減量・資源有効利用効果やＣＯ２削減効果を定

量的に評価できる手法の検討が必要である。 

② また、ポイント制度への事業者・行政等の参画メリットを明らかにするため、事業者・行政

の便益効果や負担経費をあらかじめ明らかにする手法の検討が必要である。 

③ さらに、低炭素社会づくりに向けた取組手法の活用についても検討が必要である。 

３）「実施」の段階 

① 国や関係業界、自治体、ＮＰＯ等との連携により、３Ｒ分野におけるエコポイントシステム

に関する普及啓発を行うことも必要である。 

４）「評価」の段階 

① 事業計画の策定に当たり、事業開始後の中間評価・見直しの時期を明記したものとすること

が必要である。 

② ３Ｒ行動の評価については、当初は、ポイントの重み付けは廃棄物減量・資源有効利用効果

やＣＯ２削減効果を踏まえつつ事業関係者の自主的判断で行われるものと考えられるが、将来

的には、行動を重み付けした上で客観的に定量化した効果の結果を用いたものとする必要があ

る。 
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（３）３Ｒエコポイントシステムの普及に向けて 

① 策定したガイドラインの活用による３Ｒエコポイントの導入効果を調査するため、消費者・

市民、事業者、行政、ＮＰＯ／ＮＧＯ等が連携の上でモデル事業を実施することが有効である。 

② ３Ｒエコポイントシステム事業主体と様々な事業者が先進的な取組やアイデアを共有し、情

報提供しうるプラットフォーム機能を創設することも有用である。 
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○ガイドライン 

 次のようなものが考えられる。次年度実施する。 

 

３Ｒエコポイントシステムの導入のためのガイドライン（骨格イメージ） 

（目次構成イメージ） 

 

Ⅰ 前提 

① ３Ｒエコポイントとは 
② ３Ｒ行動の具体例 

Ⅱ ３Ｒエコポイントシステムの導入の意義・効果 

① 意義 

② 導入のための必須要素（明確な目標・理念、中心的役割を担う主体、費用負担を

含めた関係者の役割の明確化） 

③ 関係主体別の導入効果 
④ ３Ｒ効果測定手法 
⑤ コスト・ベネフィット手法 
⑥ ＣＯ２削減効果手法 

Ⅲ ３Ｒエコポイントシステムの導入の手順 

① 導入の進め方 
② フロー  
③ 準備内容 
・発意 

・推進体制の構築（中心的役割を担う主体の確立） 

・関係者（市民含む）の理解促進 

④ 事業計画の策定 
i)地域の現況   ・ごみ、３Ｒの現況 ・関係法規 等 

ii)基本方針・目標 ・なぜやるのか・何を目指すのか 

iii)推進体制 

iv)事業内容・ポイント付与の行動・ポイント付与計算方法 

      ・還元メニュー 

v）収支計画 

vi）スケジュール（導入後の中間評価等を含む） 

⑤各主体の役割 

Ⅳ どのような事業を構築するべきか。 

①事業の類型 ②目的 ③規模 ④①～③を踏まえたモデル事業例（必要経費など） 

Ⅴ 類型別のチェックポイント 

①事業の類型別の取組方法（特定３Ｒ行動促進型、多目的型） 

Ⅵ 事例紹介 

（類型別に） 

Ⅶ 参考資料 

  ・困ったときは・・・ 

・主な施策 ・各種効果測定方法 ・参考文献 
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３Ｒ分野においてポイントを付与する取組を既に行っている事例において生じている課題 

３Ｒ分野においてポイントを付与する取組を既に行っている事例を対象に、ヒアリング調査を

実施した結果、既存の取組においては次のような課題がある。 

①ポイントの付与・還元事例に係る課題 

・ポイントの対象となる取組は、当初、レジ袋削減の対応を起源に進められてきており、最

近、ようやく対象品目のメニューの拡充がなされつつある。 

・ポイント還元については、環境配慮商品や、レジ袋の購入などの他、環境配慮行動などが

一部で見られるが、現状では市民にとって魅力あるメニューが少ないと言われている。 

②関係者の役割分担における課題 

・民間独自の取組については、非日常的な環境行動（イベント等）を拡大し日常的な環境行

動の創出に向けた取組みを推進する事例や、国との環境協定・自治体との包括協定などを締

結し、消費者等のニーズに対応した積極的な取組みとして進めているものが多く、地域発の

取組として拡がりが見られるものの、モデル的な取り組みが多いのが現状である。 

・一方、行政連携型の取組については、自治体が環境行動、ごみ削減、地域通貨の取組を通

じたまちづくりや地域活性化などの目的を掲げ、事業者、市民、ＮＰＯなどと連携して進め

られているものの、自治体の過度な負担となっている事例があり、今後の事業の拡大や継続

性の点で課題となっている。事業者、行政、市民がコスト負担等を含む十分な連携がなけれ

ば成立しないものと考えられる。 

③コスト面の課題 

・民間独自の事業を除き、ほぼ全てにおいて行政による支援が実施されている。支援内容は、

システム構築に対するモデル開発費を補助金として助成するもののほか、大半が事業運営費

の全てを行政経費で賄う状況となっている。 

・自治体負担がベースとなる場合には、システム整備、運営・維持管理に要する費用負担に

は限界があるため、地域性が高いプロジェクトであるにもかかわらず、取引システムなどの

インフラ面での整備が十分に確保できず、地域内の一部限定事業に留まっているものがあ

る。 

・ICカード方式のポイントシステムについては、既存システムの転用が主体であり、３Ｒ分

野のポイントを付与するシステムを新規に構築・運用することはコスト面の負担が大きい。 

④効果の把握上の課題 

１）費用対効果 

・事業の費用対効果は、行政連携型事業において大まかに推計されている程度であり、客観

的な指標が得にくい状況にある。一方、行政による運営費支援については、継続のたびに、

会計監査が必要となることもあり、事業存続を考慮した検討が必要となっている。 

・行政連携型、民間独自の事業を問わず、事業拡充や本格運用に向けては費用対効果の検討

が必要と考えられる。 

２）環境効果 

・環境効果は、行政により一部推計されているが、住民や、企業の環境行動を「ほめる・評

参考資料１ 



29 

価する」取組の「見える化」は北九州市、名古屋市、新宿区などの一部で取り組まれている

のみで、あまり意識的な取組とはなっていない。 

 

３）事業効果 

・３Ｒ行動の取組について、行政及び事業者にとって廃棄物処理コストの縮減に結びつく可

能性があるものの、取組の定量的な目標、到達点が定められていないことから、各主体が積

極的に参画する状況になっていない。 

⑤事業者、消費者の参画を得るための課題 

・日常的な３Ｒの取組みを評価するためには、レーダーチャートなどでポイント内容や蓄積

回数などを「見える化」し、３Ｒの対象分野の取組を推奨するような仕組み（例；重み付け

等）が必要である。 

・ポイントを付与する事業メニューや、ポイント還元メニューについては、３Ｒ分野に関連

した事業を意識しつつも、拡張・多様化を図り、関係者に納得して選択してもらえる見え易

い環境行動（例：カーボンオフセット等）などをうまく加えていくことなどが必要である。 

・企業の参加のためのインセンティブとしては、国内排出権取引における「ＣＯ２削減カウ

ント」や、ＣＳＲ活動などにおいて、「ＩＳＯ規格と連動した地域貢献度の評価」など、企

業の積極的な環境行動の見える化による環境広告効果や、環境会計・ＣＯ２削減の取組への

効果を評価する方法を検討することなども必要である。 
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３Ｒ分野においてポイントを付与する取組を既に行っている事例 

 

（注）検討会事務局が既存文献をもとに情報収集とヒアリング調査を行ったもの 
   網掛けは、民間独自の取り組み。それ以外は、行政連携型の取り組み。

場所 概要 ３Ｒ対象品目 分野 取組内容 規模 協議会等 事業の関係者 

新宿区 新宿エコ自慢ポイント レジ袋 ﾘﾃﾞｭｰｽ 景品と交換 
新宿区（人口 31
万人）の一部 

新宿区３Ｒ推進
協議会 

区民、事業者、学識者、新宿区 

名古屋市 EXPOエコマネー 
レジ袋(H21.4月
終了)、ｴｺﾏﾈｰで 
公共交通利用等 

(ﾘﾃﾞｭｰｽ) ﾎﾟｲﾝﾄ還元 
登録者数 
約41万人 

 
市民、事業者、NPO法人エコデザイ
ン市民フォーラム、名古屋市 

北九州市 北九州市民環境パスポート レジ袋 ﾘﾃﾞｭｰｽ ﾎﾟｲﾝﾄ還元 
北九州市内 
（300店舗） 

 
市民、環境パスポート運営協議会、
北九州市、事業者、NPO 

新潟県三条
市 

地域通貨「らて」を活用した
レジ袋削減実証事業 

レジ袋、マイ箸、
廃油、その他活動 

ﾘﾃﾞｭｰｽ 地域通貨 
三条市内 
（9店舗） 

（実証事業） 
市民、事業者（協力店）、市民活動
ネットワーク（市民活動団体）、三
条市 

岐 阜 県 西
濃・岐阜地
域 

レジ袋削減、マイ箸、マイ容
器等の容器包装廃棄物の３
Ｒの取組 

レジ袋、マイ箸、
マイ容器 

ﾘﾃﾞｭｰｽ 
 

ﾎﾟｲﾝﾄ還元 
７市１２町内 
（819店舗） 

ぎふ・エコライ
フ推進プロジェ
クト実行委員会 

市民、事業者、NPO（西濃環境ＮＰＯ
ネットワーク）、自治体（岐阜県内
７市１２町） 

ローソン ケータイバッグ運動 レジ袋 ﾘﾃﾞｭｰｽ 
ｹｰﾀｲﾊﾞｯｸﾞ
の普及  
ﾎﾟｲﾝﾄ付与 

店舗顧客（北海道
全店、首都圏ﾅﾁｭﾗ
ﾙﾛｰｿﾝの一部） 

（各種協定；環
境省、北海道） 

市民、事業者 

㈱光生舎 
（ ｸ ﾘ ｰ ﾆ ﾝ
ｸﾞ・ﾋﾟｭｱ） 

ハンガー、包装削減ポイント
サービス 

ハンガー、包装
袋、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾊﾞｯｸ 

ﾘﾃﾞｭｰｽ ﾎﾟｲﾝﾄ還元 
店舗顧客 
（札幌市内及び近
郊） 

 市民、事業者 

新宿区 
早稲田商店会レジ袋使い回
し大作戦 

レジ袋、マイバッ
ク、マイ箸、ﾊﾝｶﾞ
ｰﾘｻｲｸﾙ 

ﾘﾃﾞｭｰｽ 地域通貨 
商店街 
（180店舗） 

アトム通貨実行
委員会 

市民、事業者（地域商店街） 

京都市 
百貨店等における３Ｒ型販
売の導入実験 

Ｒ容器 ﾘﾕｰｽ 惣菜と交換 
店舗顧客 
（３店舗） 

（実証事業） 
市民、事業者、京都大学、京都市ご
み減量推進会議、京都市 

京都市 
２Ｒ型飲料供給システムの
構築 

Ｒ容器 
ﾘﾃﾞﾕｰｽ 
ﾘﾕｰｽ 

飲料を安く
提供 

市役所周辺 
（人口139万人） 

（実証事業） 
市民、事業者、NPO法人地域環境デ
ザイン研究所ecotone、京都市 

川崎市 
焼酎、清酒のＲびんリユース
システム導入モデル事業 

Ｒびん ﾘﾕｰｽ 
回収方法検
討 

商店街 
（２店舗） 

（実証事業） 
市民、新城商店街連合会、（社）環
境生活文化機構、川崎市 

渋谷区 
無料傘の貸し出しプロジェ
クト 

傘 ﾘﾕｰｽ 地域通貨 
渋谷区 
（41店舗） 

 
市民、事業者、シブカサ、NPO法人
ｱｰｽﾃﾞｨﾏﾈｰ、SOL(ｼﾝﾎﾞﾙ･ｵﾌﾞ･ﾗｲﾌ) 

足立区 あだちエコネット事業 ペットボトル ﾘｻｲｸﾙ ﾎﾟｲﾝﾄ還元 
足立区 
（30店舗） 

 市民、事業者（小売業）、足立区 

洋服の青山 
ﾒﾝｽﾞｽｰﾂ・礼服下取り推進事
業 

ﾒﾝｽﾞｽｰﾂ・礼服 ﾘｻｲｸﾙ 
商品割引小
切手の利用 

店舗顧客 
（736店舗） 

 市民、事業者 
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 新宿区 新宿エコ自慢ポイント～今こそレジ袋・紙袋を断ってエコにトライ！～（平成20年7月開始）

概 要 ・大繁華街を有し、人口の流動性が高い新宿区の特性を踏まえつつ、リデュース、リユース、リサイクルの3Rを効果的に推
進するため、区民、事業者、区がそれぞれの立場で対策に取り組むとともに、三者が連携して行動することが重要である。
・平成20年4月、本区における3Rの推進に向けた連携の核とするため、区民、事業者、区を構成員とする新宿区3R推進協議
会を設立した。
・平成20年7月15日、協議会では、レジ袋等容器包装の削減に向け、「新宿エコ自慢ポイント」の取り組みを提唱した。

・平成20年10月、３Ｒ推進月間には、３Ｒ推進キャンペーンとして「新宿発 エコなくらし」をキャッチフレーズに、容器包装類
の削減をアピールした｡
・新宿エコ自慢ポイントとは、レジ袋を辞退したことが分かるレシートやスタンプカード（証拠）を 「見えるしくみ」、区や環境
団体が主催するイベントで楽しく活用することを「ほめあうしくみ」と称し、２つのしくみをまとめた取り組みである。

・エコ自慢ポイントの楽しみ方は 、買い物する時「レジ袋・紙袋」を断り、レシート等に断った「証拠（辞退等と書かれたレシー

ト、スタンプカード等)」があれば保管、環境イベント等に「証拠」を持って行くと、景品等と交換できるところである。
・平成21年3月14日、新宿エコ自慢ポイント上位者を表彰。
・レジ袋辞退率調査の実施。
・市民エコ活動研究会で各方面の先進事例等を学び、新宿区での取り組みの検討・実施に生かす｡

関 係 主 体 区民団体／区内小売店等事業者／区

全国／地域 地域型

規模（市場） 〔カードの発行、ポイントの追加登録〕
区内の環境関連行事及びエコギャラリー新宿（新宿中央公園内）で行う｡

〔吸収量〕
参加者ひとりがこの取り組みを一年間続けると、東京ドーム８個分の吸収量に相当する｡
・個人平均（月10回の程度）

吸収量：4032g-CO2 面積換算：2.24m2
・新宿区16万4800世帯の力
吸収量：664t-CO2･･･東京ドーム×８個分 面積換算：369,152m2

新宿区：新宿エコ自慢ポイント（３Ｒ推進協議会）～今こそレジ袋・紙袋
を断ってエコにトライ！～

新宿区３Ｒ推進協議会（平成20年4月設立）

区民
環境・清掃･
消費者団体等

事業者
スーパー・デパ
ート･コン
ビニ等区

環境清掃部

情報交換･相互理解
･３Ｒ策の検討

３者がそれぞれの
立場で取り組みを
実施、協力、支援

実現可能な
具体策の実施

「新宿エコ自慢ポイント」のしくみ
レジ袋を辞退したことが分かるレシートやスタ
ンプカード（証拠）を「見えるしくみ」、区や
環境団体が主催するイベントで楽しく活用する
ことを「ほめあうしくみ」と称し、２つのしく
みをまとめた事業である。

推奨

●新宿らしい３Ｒの取り組みを協議
●これまでの事業者の取り組みを活かし、３Ｒ施策の定着を推

進する｡
●「新宿エコ自慢ポイント」と名づけ、参加する店舗、団体を

広く募集する｡

買い物の際、
レジ袋（紙袋）
を辞退

レシート等にレジ袋等を辞退した
「証拠」があれば保管しておく。
（証拠：「辞退」等と印字のレシ
ート、スタンプカードなど）

環境イベント等に「証拠」を持って行き、楽しく
活用する。「証拠」の活用は１枚１回まで。「使用
済」マークを付け返却。
【ポイント活用】～３つのお楽しみ
①イベント会場でのアトラクション、ワークショッ
プ、景品など！
②登録カード交付（ニックネームでOK）。ホーム
ページでポイント確認可！
③累積ポイント上位の方は平成21年３月に表彰！

【カードの発行、ポイントの追加登録】

区内の環境関連行事及び

エコギャラリー新宿（新宿中

央公園内）で行う｡

多くの消費者がレジ袋等を辞退す

ることで、ＣＯ２の削減、石油資
源の保全、ごみの減量が促進さ
れる。

参加者1人がこの調子で一
年間続けると･･･

参加店舗、
対象行事等は区
ホームページに

掲載

お勧め活用方法
「エコ自慢ポイント」は、各お店ごと

の特典を受ける前（「証拠」がお手元
にあるうち）に活用する。

個人平均
・吸収量 4032g-CO2
・面積換算：2.24m2

新宿区16万4800
世帯の力
・吸収量 664t-CO2
・東京ドーム×８個分
・面積換算：369,152m2

「新宿エコワングランプリ」
①エコワングランプリ特別賞
（当日来場者、3/1現在上位３名）
②敢闘賞（1月末現在、上位10名）

「新宿ｴｺ自慢ﾎﾟｲﾝﾄ」の流れ

参加者はWebで
順位や活動状況をリアルタイ

ムで表示できる

(注）平成20年度実績より作成
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名古屋市 ＥＸＰＯエコマネー

概 要 ・名古屋市では、H14.6よりレジ袋削減運動が進められ、H15.10からレジ袋を断った市民に「シール方式による共通の還元制

度・エコくーぴょん」を導入し、消費者がレジ袋を断った際に、シールを交付し（1枚2.5円）、消費者が20枚シールを集めると

50円の買い物券として利用できる制度である。（H21.4月終了）

・「EXPOエコマネー」事業は、2005年に開催された愛・地球博で実施された地球温暖化防止や循環型社会の実現を目的とし

た新しい社会システムであり、具体的には、「レジ袋を断る」「環境学習に参加する」「エコ宣言をする」「公共交通機関を利

用する」などの環境にやさしい行動（環境配慮行動）をした人にエコマネーというポイントを付与することにより、エコライフ

行動の促進とエコライフ行動の輪を広げていくことを目的としている｡

・市内では中区のアスナル金山を中心に、環境学習センターとリサイクル推進センター、ショッピングセンター9ヶ所で展開

している｡

・環境配慮行動でためたポイントは、エコ商品や植樹事業に交換・還元できる｡

・ICチップの機能を活用し、IDで管理されたデータベース上で EXPOエコマネーを管理。当該事業は、特定非営利活動法人

エコデザイン市民社会フォーラムが運営している｡

関 係 主 体 市民／名古屋市／NPOエコデザイン市民社会フォーラム

全国／地域 地域型

規模（市場） ・名古屋市では年間1万トンものレジ袋が使われている｡レジ袋1枚には60Wの電球を1時間つけっ放しにした状態であるとさ

れている。

・EXPOエコマネーは、EXPOエコ市民人口、EXPOエコマネー総発行数、植樹に寄付されたポイント数、センターで交換され

たCO2削減実績、協力店の実績によるCO2削減量（一部推定）が成果としてある（2008年）｡

名古屋市：ＥＸＰＯエコマネー

①住民（環境にやさしい行動をする。）

◆ポイントメニュー
・レジ袋削減ポイント制度
●エコクーぴょん(H21.4まで)
●その他事業者独自制度

・名古屋市施策
●なごや環境大学受講
●EXPOｴｺﾏﾈｰｻﾃﾗｲﾄの環境学習ﾒﾆｭｰ
●ｴｺﾗｲﾌものさし ●環境家計簿
●ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ宣言 ●ｶｰﾌﾘｰ宣言
●公共交通ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ ●エネルギーダイエット

・その他事業者企画ポイントメニュー

【運営】
NPO法人エコデザイン市民社会フォーラム
【施設】
①EXPOエコマネーセンター(H17.11開設)
市内商業施設(中区のアスナル金山)内に設置
②EXPOエコマネーサテライト
名古屋市の環境学習施設2ヶ所(H19.2開設)
（環境学習センター、リサイクル推進センター）
市内ショッピングセンター9ヶ所(H22.1現在)

【施設の内容】
・各種ポイントメニューに対してポイントを付与
・エコ商品との交換
・植樹への寄付の受付

ためたEXPOエコマネーの使い方

①自分への還元（エコ商品との交換）

●木のはがき15ポイント ●ウッドトレイ30ポイント
● 「みんなでへらそうCO2」学習ノート50ポイント
●「みんなでへらそうCO2」エコソングＣＤ50ポイント

●チケットホルダー75ポイント
●金箔・銀箔四つ葉のクローバーしおり250ポイント
●ステンレスマグボトル920ポイント など

②社会への還元（植樹への寄付）

レジ袋有料化

（協定方式：事業者、容器・包装３Ｒ推進

協議会、名古屋市の３者で締結）

H19.10緑区でモデル事業を実施

H20.10東部７区で開始

H21. 4西部８区で開始、全市拡大
（参加事業者：93社4組合、1,338店舗）

エコポイント制度

H15.10 エコクーぴょん開始

H21. 4 エコクーぴょん終了
・参加店からのシール交付期間

（H21.3.31まで）
・買い物券としての利用期間

（H21.4.30まで）

レジ袋削減運動

EXPOエコマネー

②エコマネーセンター、
エコマネーサテライトで
ポイントゲット

連携

※ポイントは事業の主催者が負担
(H21.6から1ポイント＝1円）
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北九州市

参画

運営支援

〔事業主体〕
北九州市民環境パスポート運営協議会
（シール印刷 / ＰＲ / 加盟店募集）

〔運営事務局〕
北九州市民環境パスポートセンター
（シール送付 / 集計 / イベント実施）

参加店

（売上時にシール発行 /台紙回収）

消費者

カンパスシール
販売・購入

割引券（台紙）の換金
１冊５０円２０ポイント

レジ袋辞退者に
シール交付

割引券（台紙）の利用
１冊５０円２０ポイント

シール

台紙

①シールの流れ

②運営体制

北九州市民環境パスポート（カンパス）事業

概 要 ・環境パスポート（略称：カンパス）事業は、市民が楽しみながら環境活動に参加できるきっかけを提供するためのポイント

プログラム

・環境に配慮した活動をした人が、活動内容に応じたポイントを取得し、そのポイントを得点と交換できる｢頑張れば頑張った

だけ得をする｣仕組み

現在は、ノーレジ袋運動を中心とした｢カンパスシール事業｣を展開

カンパスシール事業の概要

平成１８年１２月から全市共通ノーレジ袋ポイント事業｢カンパスシール｣を展開

参加店で概ね２００円以上の買物をした際に、レジ袋を辞退すると、シールが１枚もらえる仕組み

関 係 主 体 市民／事業者／行政／ＮＰＯ

全国／地域 地域型

規模（市場） レジ袋削減

・目標を設定し市民に協力をお願いしている｡

レジ袋お断り率20％を目標

参加店舗数･･･147店舗（H18年12月）→300店舗（H21年11月現在）

レジ袋お断り率･･･9.5%（H18年12月）→21.1%（H21年11月現在）

・削減できたレジ袋の枚数･･･H21年11月分までに約5,100万枚の削減。

・削減できたレジ袋の枚数から削減できた原油量･･･約933kL

・削減できたレジ袋の枚数から削減できたCO2の量･･･約3,060トン

・カンパスシール参加店

（スーパー約39%、商店街約39%、ドラックストア約9%、個人商店約7%、他約6%（2009.11現在の内訳））
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市民活動ネットワーク（新潟県三条市） 地域通貨｢らて｣を活用したレジ袋削減実証実験

（平成２０年度地域における容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業）

概 要 ・レジ袋の削減等を通じて家庭ごみの排出抑制を推進するため、市内の協力店でレジ袋の受け取りを辞退

することにより地域通貨「らて」が提供され、一定数貯めると、市指定ごみ袋と交換できる。

・市民活動団体の取組みに協力することで｢らて｣を提供。

・市内のらて協力店（飲食）においてマイ箸を持参 リサイクル品や廃油を持参

・ＮＰＯ活動に従事した場合や、ＮＰＯ活動にたいして寄付した場合にも｢らて｣が配布

・市が行う事業などに協力、参加することで｢らて｣と交換

・三条市の地域通貨は、ボランティアを通して流通させ、コミュニティの再生や活性化を図ると同時に、ボランティアの

代価として受け取った地域通貨を商店で使うことで、地元経済の活性化を目指すもの。

・・「らて」の3つの柱（目的）

①市民活動やボランティアを活発に ②地元のお店で円と一緒にお買い物 ③環境にやさしい行動を応援

関 係 主 体 市民／事業者／行政

全国／地域 地域型

規模（市場） ・レジ袋削減策に関しては、全市でのマイバッグ持参率の大幅な改善（現状約10%→取組実施後約30%）及びレジ袋の

大幅な削減を目指している｡

地域通貨｢らて｣を活用したレジ袋削減実証実験

地域の人材

を生かして
支えあう
関係作り

地域の中で

お金を循環
させることで
地域経済を
活性化

地域環境・

地球環境
の保全

らて
３大効果

★消費者がレジ袋を
断ると

★｢らて｣が
貰える

専用ごみ袋
と交換｢らて｣

｢らて｣｢らて｣
｢らて｣
｢らて｣

★H21.5から20枚
集まると

地域の協力店
で買物の足し
に｢らて｣使用

｢らて｣
｢らて｣
｢らて｣
｢らて｣★市民がＮＰＯの取組み

や市の事業に協力 etc…

★マイ箸、
リサイクル品、

廃油を持参

三条市（地域通貨「らて」発行）、市民活動団体：市民活動ネットワーク
（地域通貨「らて」運営事務局）、市民、事業者

指定ごみ
袋と同様に
使える

「らて」の入手手段に

関わらず、ごみ袋との

交換・買い物の足しの

どちらにも使える。
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西濃環境ＮＰＯネットワーク（岐阜県揖斐川町） マイバッグ、マイ箸、マイパックなどの

容器包装廃棄物３Ｒの取組（平成１９・２０・２１年度地域における容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業）

概 要 ・2002年、大垣市において、市民団体が｢レジ袋ないない運動｣を展開。協力店舗でレジ袋を断ればスタンプが押され

100個スタンプが集まれば一本の植樹ができる、というユニークな仕組みを西濃地域全域に広めるために、2007年、

西濃環境ＮＰＯネットワークのプロジェクトがスタート。

多数のＮＰＯが主体となり、西濃地域や岐阜地域で買い物時に、マイバッグ持参すると消費者へポイントが付与され、

１００ポイント貯めると植樹か苗木配布、花の種やエコグッズと交換するシステムを構築して普及を図り、大きな成果を

あげた。

このシステムをベースとして、次の活動に対しても同様にポイントを付加する仕組みを導入。

・小売店舗などでの過剰包装の辞退（レジ袋・紙袋・トレイなど）、簡易包装の推進、量り売りなどの活動

・マイ箸持参や各主体が行う環境に配慮した活動への参加などを消費者が行う

◎普及啓発の効果を定量的に評価し、家庭ごみの排出抑制を図る生活様式の定着を図ろうとするもの。

関 係 主 体 市民／事業者／行政/ＮＰＯ

全国／地域 地域型

規模（市場） 行政域を越え、ＮＰＯにより、西濃地域（２市９町）、岐阜地域（５市３町）のネットワークで展開

・総店舗数８１９店（2010年1月時点）

・主催ＮＰＯ団体数：３２団体

・主催、主管、共催、協力、後援団体（ＮＰＯ含む）：１０８団体（参加人数 100,000人）

◎ＮＰＯ法人が主導することにより、行政枠を越え、各行政の限界をクリア！

ぎふ・エコライフ推進プロジェクト

自宅記念花

植樹・植花場所

エコグッズ

花の種
天然せっけん
箸袋
竹炭消臭剤
ぞうきん・マジッククロス
生ごみから作った土の基

今までに
3,300本の植樹
100,000枚のカード配布

西濃環境ＮＰＯネットワーク

ぎふ・エコライフ推進プロジェクト実行委員会（事業主体）

７市１２町と連携・協働して環境行動を実施｡

●マイバッグ持参（レジ袋辞退率８０％以上）
●マイ箸：１ポイント（辞退率まだ低い）

●マイパック：５ポイント（H21.1実証実験、今後、本格稼動）

※容器に仕切りを付ける、大きさの種類を
増やすなどの工夫を検討。

●環境イベント、環境行動の参加：１ポイント（H20.4から）

レジ袋有料化
岐阜県（実施主体）

・レジ袋有料化：４２市町村で実施
・参加店舗７９６店舗（H21年4月現在）

ＣＯ２削減効果目標
（H20年度削減：合計57トン）
●レジ袋：45トン
●マイ箸：12トン
※H19年度１０トンのＣＯ２削減

（7ヶ所）
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ローソン “ケータイバッグ運動”の推進によるレジ袋の削減

概 要 ・環境省と「環境保全に向けた取り組みに関する協定」を締結。

・2007年3月より、お客様と一緒にできる環境保全運動「ケータイバッグ運動」をスタート。

・無償配布をメインに、デザイン・仕様を公開して、全国から賛同企業・団体を募って普及・拡大に取り組んでいるところ｡

関 係 主 体 区民／事業者／行政

全国／地域 地域型

規模（市場） ①取り組み内容

● コンビニ業界ではレジ袋の無料配布中止は難しいとする中、コンビニ用のマイバッグ（ケータイバッグ）の無償配布

を実施。自治体との包括協定締結を機に、その自治体のマークを入れたケータイバッグを無償配布するなどして

普及に取り組む。

・ケータイバッグ配布枚数 ２１６万枚（２００９年６月末日現在）

ローソン店舗等での配布数 １５１万枚

協力企業・団体による作成・配布数 ６５万枚

●北海道全店およびナチュラルローソン等一部店舗で、ローソンポイントカード会員を対象に、レジ袋の使用辞退者に

対するポイントの進呈

●店舗スタッフからの声かけやポスター貼付等の取り組みを実施

●京都大学からの呼びかけにより、大学内店舗でのレジ袋非有料化方式でのレジ袋削減に協力

これらにより、1店舗当たりのレジ袋使用重量2005年度比 2008年度７．０％削減

お客さま１人当たりのレジ袋使用重量 2005年度比 2008年度１３．５％削減

レジ袋配布率 2008年度 ７６．９％

“ケータイバッグ運動”の推進によるレジ袋の削減
（容器包装3R推進環境大臣賞 H20年度：優秀賞）

「環境保全に向けた取り組みに関する協定」の締結：2006年９月
＜協定内容＞
◆レジ袋使用量の削減（2008年度までに2005年度比20％削減に挑戦）等
・レジ袋を利用されないお客さまに、値引きや会員ポイント付与の実験を実施
・コンビニでも使いやすく、携帯しやすいマイバッグを作成 等

環境省とローソン

環境省：積極的な広報活動

ローソンの取り組み支援、環境省のホーム
ページに紹介 など

ケータイバッグ運動
平成20年度容器包装３Ｒ推進環境大臣賞

小売店部門”優秀賞”受賞

具体的施策

コンビニ用マイバッグ（ケータイバッグ）の無償配布
合計配布枚数 ２１６万枚（2007．3～2009．6）

ローソンポイントカード会員でレジ袋を辞退した方に
１ポイント進呈（北海道、ﾅﾁｭﾗﾙﾛｰｿﾝ等一部店舗）

店舗スタッフからの声かけ、ポスター貼付継続

平成１９年度容器包装３Ｒ推進環境大臣賞
小売店部門奨励賞

平成１９年度わたしがつくったマイバッグ環境大臣賞
事業者部門奨励賞 受賞
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㈱光生舎 ハンガー、包装削減ポイントサービス

（容器包装3R推進環境大臣賞H20年度小売店部門：最優秀賞）

概 要 ・エコロジカルな視点・発想を取り入れ、その一環として「ECO推進サービス」を積極的に実施、環境保護の貢献活動を展開｡

①ハンガー回収

ハンガーを針金からプラスチック製に変更。ECOカードを導入し、ハンガー回収に伴いポイントを付与｡

②ノー包装（H18.6～開始）

H20.4よりハンガー回収と同様、ECOカードにてポイントを還元。

③お客様お持ち帰り袋の削減（H20.4～）

エコバッグ持参もしくは「持ち帰り袋（クリーニング袋）」を必要としない時は、ECOカードにてポイントを還元。貯まった

ポイントで同社オリジナルのエコマイバッグとの交換も実施｡

関 係 主 体 区民／事業者

全国／地域 地域型

規模（市場） ・クリーニング業では商品の包装は必要不可欠とされてきたが、クリーニング袋の提供辞退者には、ハンガーにかけて仕上

がったクリーニング品にビニール袋をかけず渡す取組を実施しているのは、大変先進的と評価されている｡

・マイバッグ持参によるレジ袋削減とともに身近にできる家庭ごみの発生抑制（リデュース）方策のひとつとして、環境に配慮

した行動を実践する契機となることを期待｡

ECO推進サービス
（容器包装3R推進環境大臣賞H20年度小売店部門：最優秀賞）

具体的施策

地球にやさしいノー包装*
ノー包装（無包装）の協力。
「ﾉｰ包装に協力します」とｽﾀ *仕上がり品を「ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ包装せずに」渡すこと。

ｯﾌに伝える。

ハンガーリサイクル

ﾋﾟｭｱのﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾊﾝｶﾞー

を持っていく。

クリーニングバック不使用
引き取り時のｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾊﾞｯｸ
不使用、又はﾏｲﾊﾞｯｸ持参。
引き取りの際、「ｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾊﾞｯｸ
不使用」とｽﾀｯﾌに伝える。

・ﾜｲｼｬﾂﾊﾝｶﾞｰ1本

・ﾋﾟｭｱ使用のﾌﾟﾗｽﾁ 各1ECOﾎﾟｲﾝﾄ

ｯｸﾊﾝｶﾞｰ1本

・ｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾊﾞｯｸ不
使用、又はﾏｲ
ﾊﾞｯｸ持参

・ｸﾘｰﾆﾝｸﾞﾉｰ包装 1ECOﾎﾟｲﾝﾄ
大変先進的と
評価された施策。

ＥＣＯ Ｃａｒｄ
◆エコカードスタンプ５０個
･･･１５０円の値引券として利用可能
◆毎月１回ＥＣＯデイ（ポイン
ト２倍）
◆有効期限なし

◆オリジナルマイバック（２１０円）
販売開始。５０エコポイントと交換
も可能。

ＥＣＯ
Ｃard

ピュア

㈱光生舎 クリーニングピュア ECO推進サービス
平成20年度容器包装３Ｒ推進環境大臣賞

小売店部門“最優秀賞”受賞

1ECOﾎﾟｲﾝﾄ
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早稲田商店会 レジ袋使い回し大作戦（アトム通貨）

概 要 ・アトム通貨は、2003.9アトム通貨実行委員会設立、2004.4/7第一期アトム通貨を流通した。

・アトム通貨は、早稲田･高田馬場で使用できる地域通貨で、他の地域の地域通貨と同様に人と関り合うことができるネット

ワーク作りを支援するもので、環境省が実施しているエコ･アクション･ポイントのモデル事業として、高田馬場西商店会が

立ち上げた地域通貨プロジェクトである｡

・「みんなに世界のこと、地域のこと、環境のことを伝えられるようなプロジェクトを開きたい」という店舗のプロジェクトが承認

された場合、アトム通貨を配布することができ、これらに協力してくれた方に渡される｡

・「ピッチャーズプロジェクト」：アトム通貨配布プロジェクトに参加してくれた人にアトム通貨を手渡すプロジェクト、「キャッチャ
ーズプロジェクト」：ピッチャーズプロジェクトから手にしたアトム通貨でお買い物やサービスを楽しんでもらうプロジェクト｡

・環境面：myバック、my容器、my箸、国際面：フェアトレード商品（貿易商品）の購入、地域面：おつかいに1人で来てくれたこ

どもにアトム通貨を配布｡

・レジ袋使い回し大作戦は、myバック持参とレジ袋を回収するエコ活動で、myバックで買い物をした場合1ポイント、使用済

みレジ袋10枚と引き換えに5ポイント30ポイント貯まったらアトム通貨50万馬力が贈呈される｡アトム通貨50万馬力が50円と

して加盟店舗で利用できる通貨である｡

・平成１８年度地域における容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業

関 係 主 体 対象エリア内／後援（新宿区）／賛助団体（手塚プロダクション）／協力団体（ソーシャルネットワーキングサービス、住友ス
リーエム等）／特定非営利活動法人シャプラニール

全国／地域 地域型

規模（市場） ①早稲田、高田馬場の加盟店、約180店舗。

②各種イベントの開催

・第五期アトム通貨オープニングイベント開催（2008.4/13開催）

・オープニングセール開催（2008.4/1～5/1まで）･･･アトム通貨協力店でセールを行う｡

早稲田商店街：市民による環境配慮行動を独自通貨に還元・利用
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京都エコ容器包装・商品推進協議会（京都市） 百貨店等における３Ｒ型販売の導入実験

（平成２０年度地域における容器包装廃棄物３Ｒ推進モデル事業）

概 要 ・主に百貨店において、消費者ニーズに対応した簡易な容器包装やロングライフ商品、及びそれらの提供サービスの

あり方を検討。

・リユース食器での総菜の販売

・ギフトや歳暮における簡易な容器包装化（包み方や配送方法の試行等）

・良いものを長く使うロングライフ商品に対するキャンペーンの実施

＊リユース食器

・京都、東京等３店舗内の惣菜店｢ＲＦ1｣で、再利用できる容器〔おかえるプレート〕を使った商品販売を

全国初で導入実験

・従来のプラスチックや紙の容器に代えて、特注の磁器容器で特別メニューの｢ハンバーグドリア｣と

｢じゃがいもグラタン｣を販売。

・食べ終えた用意を洗って売り場に返却すると、返却時に200～300円相当の商品（パイなどの別の惣菜）と

交換してくれる。

◎上記の取組みを通じて、消費者意識や行動の変化を把握し、百貨店での発生抑制や再使用の取組を効果的に

推進する方策を取りまとめるための実験

関 係 主 体 市民／事業者／行政

全国／地域 全国

規模（市場） ・京都１店舗、首都圏２店舗、計３店舗で実験 （高島屋）

・期間は約３週間

・期間中約1,400人が利用、約1,900個を販売。容器の返却率は21.7％

百貨店お惣菜売り場にて
磁器容器に入った特別メ
ニューの惣菜を購入（容器込みの価格）
①ハンバーグドリア：924円
②じゃがいもグラタン：840円

自宅で洗った食器を
再び惣菜店に持参すると
200～300円程度の惣菜
がプレゼントされる
（今回はキッシュ)

購入した惣菜

を食後、食器洗浄

百貨店等における３Ｒ型販売の導入実験
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2Rシステム

飲料メーカー

コンビニ等

ボトルメーカー

京都市

助成金/
広報協
力など

飲料提供
協力依頼

容器提供
協力依頼

機
器

原
料

機器提供【無償】

原料販売【有償】

容
器容器販売【有償】

容器洗浄

衛生管理

商品吐出

お客様へ
提供

店内のイメージ

店舗提供
協力依頼

売り上げ
の一部

売り上げ
の一部

売り上げ
の一部

ペットボトルごみなど発生抑制
環境負荷低減

京都発の『新しいエコビジネス』として、ペットボトルごみなどの発生抑制を促進する

マイ水筒普及活動を実施。『２Ｒ方式飲料販売』（マイ水筒への中身販売＝補充飲料販売）
のインフラ構築により、『環境負荷低減の促進』とプロジェクト参加企業の

『サービス・収益』に繋げてゆく。

京都市： ２Ｒ型飲料供給システムの構築

※現在は、大学生協、市役所を対象に実施中

京都市 ２Ｒ型飲料供給システムの構築

概 要 ・京都市では，本市における「脱温暖化社会」「循環型社会」の構築に資する先進的な取組を全国から公募し，

最長３年間にわたり最大で１千万円の事業資金を助成する「京（みやこ）の環境みらい創生事業」を平成１９

年度に創設した。本事業は，第１回目の助成事業の一つである(本事業は単年度のみ助成） 。

・「Recycle」が社会的・経済的に認知されている一方で，「Reduce：発生抑制」「Reuse：再利用」は，

認知度が低く，取組が事業化されている例も少ない。本事業では，この「２R」に焦点を当て，安価で

京都らしいリユースボトル（マイボトル）を開発するとともに，コンビニ等の小売店における飲料の中身

供給拠点を整備し，現在の大量消費・大量廃棄を見直すための「２R型流通モデル」の構築を目指すもの。

・ペットボトルや缶飲料のみならず、新たな飲料提供の選択肢としてマイボトルの利用促進に繋げるのが狙い。

更に，「国際観光都市・京都」の特性を生かし「観光」と「環境」をコラボレーションした新たなビジネス

モデルを構築し，２Ｒ型飲料販売を通じて環境負荷低減とプロジェクト参加企業のサービス・収益に繋げていく。

・地球規模での脱温暖化に向けて，ペットボトルなどの空容器を削減することにより，「２Ｒ」を念頭に置いた

ライフスタイルの変革を推進する。

・マイボトル（600円程度）とマイカップ（200円程度）を導入し，飲料中身を50円で提供（後に70円に値上げ）

する社会実験を実施している。

関 係 主 体 ・京都２Ｒシステムプロジェクト(ＮＰＯ法人地域環境デザイン研究所ecotone／京都市／コカ・コーラウエスト株式会社／

日本コカコーラ株式会社／株式会社ローソン 他

全国／地域 地域型

規模（市場） ・平成２０年１１月に，京都大学構内において，マイボトルの販売を通じて，マーケットニーズを把握するための社会実験を

約１箇月間行った

・この他，様々なイベント会場で実験的な取組を展開している。

・平成21年6月より、京都市役所内に株式会社ローソン及びコカコーラ・ウエスト株式会社の協力のもと「エコ・コンビニみや

こスタイル」を設置。全国初のコンビニにおけるマイボトルの活用（実証）を開始。
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川崎市 焼酎、清酒のRびんリユースシステム導入モデル事業（H19年度環境省）

概 要 ・首都圏近郊政令指定都市における720ml・900mlガラスびんの統一リユースシステム構築モデル事業である。

・川崎市の商店街において、900ml焼酎びんや720ml清酒びんのリユースシステムを構築するために、事業評価委員会を立

ち上げ、学識経験者・酒造メーカー・ガラスびん製造メーカー・川崎市・商店街・地元店舗・びん商の協力を得てモデル事業

を行った。

・JR南武線武蔵新城駅前においてリユースびん普及キャンペーンやパンフレット配布などを行い、生産地と消費地を結ぶび

んの充填・流通・販売・回収・洗浄・再使用という一連のリユースシステムを構築した。

関 係 主 体 市民／事業者／行政／(社)環境生活文化機構

全国／地域 地域型

規模（市場） ①対象商品･･･900ml統一規格びん焼酎2銘柄、720ml統一規格びん清酒2銘柄

②720ml・900mlリユースびんの出荷・販売・回収状況（3酒販店、6ヶ月分）

・仕入れ総本数：2060本

・販売総本数：1951本

・回収総本数：川崎市全域分別収集4925本、店舗回収：938本

③普及キャンペーンの実施

・キャンペーンの開催に向けて広報用チラシを作成・配布し、かわさきFM、東急ケーブルテレビを通じ、事業説明の放映を

行った。

・川崎市中原区の武蔵新城駅前で、リユースびん商品の試飲、説明、質疑応答、アンケート調査などを行った。

④新城商店街へのヒヤリング実態調査の実施

・商店街関係者にリユースびんの回収状況、ガラスびんリユース・回収・廃棄についてヒヤリング調査を実施した。

川崎市における焼酎、清酒のＲびんリユースシステム導入モデル事業（H19年度環境省）

(社)環境生活文化機構

川崎市中原区 武蔵新城駅前
◆リユースびん商品の試飲

◆リユースびんに関する説明及び質疑応答

◆アンケート調査 等
対象商品
◆720ml統一規格びん清酒2銘柄
◆900ml統一規格びん焼酎2銘柄

リユースびん普及キャンペーン

の実施

新城商店街連合会の協力

キャンペーンの広報活動
～事業の説明などが放映～
（かわさきFM、東急ケーブルテレビ）

リユースびん出荷･販売･
回収状況（3酒販店、6か月分）
仕入れ総本数：2060本
販売総本数：1951本
店舗回収：938本

川崎市：生産地と消費地を結ぶ効率的なﾘﾕｰｽｼｽﾃﾑを
目指すことを目的とする。

課題
○消費者に事業への参加拡大
○販売方法と回収方法の工夫
○消費者と直接係りの薄い販
売店への工夫 等

ﾘﾕｰｽシステムの流れ･･･生産地と消費地を結ぶびんの充填→流通→販売
→回収→洗浄→再使用
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渋谷区：渋谷の街に眠っている置き忘れ傘の再利用

ＮＰＯ
法人

コンビニ等
の店舗

企業
個人

置き忘れ傘
等の回収

ロゴマークの
シールを貼る

シブカサ 誕生！ 提携店に
貸し出し傘
として設置
（参加店舗35店舗：
H21.4現在）

傘利用

傘返却

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

ｱｰｽﾃﾞｲｰ
ﾏﾈｰ受取

ｱｰｽﾃﾞｲｰ
ﾏﾈｰで買物
50r（50円相当）

渋谷区 無料傘の貸し出しプロジェクト

概 要 ・まだ使えるのに処分されてしまう傘を企業・店舗・個人から回収を行い、オシャレなデザインを施した後、

再び渋谷の街で、無料レンタル傘として貸し出すプロジェクト

・若手社会人グループがつくる「シンボル・オブ・ライフ（SOL）」の始めた、渋谷に無料のレンタル傘を

置いて渋谷で雨に濡れることなく動くことができるようにすることと、使い捨てにされがちなビニール傘を

再利用することで自分の住む町を大切にするきっかけにしたいという趣旨の活動。

・コンビニなどに置いたままのビニール傘を集めてロゴマークのシールを貼り、カフェや飲食店などに置いて

もらって無料で貸し出す。

・コンビニに放置された傘の処分に困っており趣旨を理解してくれるところが多い。

・借りた傘を店に返すと、渋谷の美化活動に取り組んでいるNPOが発行する地域通貨の「アースデイマネー」

を50r（50円相当）もらえる。

＊SOLは起業を通じて社会貢献を目指す若者たちが集まったグループで、さまざまな社会問題をビジネスとして

解決する「社会起業」をテーマとする人たちが思いついたもの。

＊アースデイマネーとは、ボランティアや寄付など社会貢献をした方にプレゼントされる地域通貨で、

ＮＰＯ法人アースディマネー・アソシエーションが発行。

＊傘の返却は提携店全店にて可能。

関 係 主 体 ・渋谷の街を訪れる利用者／事業者（渋谷区内店舗）／ＳＯＬ、ＮＰＯ法人アースディマネー・アソシエーション

全国／地域 地域型

規模（市場） ・渋谷区内で４１店舗が｢シブカサ｣提携店になっている

(年間約6千万本売れ、安い反面、破棄され、ゴミになりがちなビニール傘の再利用で街のごみ削減）
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あだちエコネット事業

ポイント還元

対象品目 回収方法 リサイクル方法

ペットボトル
★家庭から排出された
もののみ

カード配布場所
・店舗サービスカウンター
・区役所温暖化対策課

あだちエコネットカード
（環境ICカード）

★登録 ★無料貸与

自動回収機住民による
持ち込み ★スーパー 30ヶ所

★ペットボトルを分別
破砕・チップ化し、

1/10に減容して保管

カードの入手 カードの利用方法

＜回収実績＞ （H18年度～H20年度）
・回収重量：719トン
・回収本数：2042万本

★ペットボトル投入時に
カードを挿入

＜エコネットポイント＞
・ペットボトル１本につき、
５ポイント加算

＋５p

＝１０００p

100円分の
買い物券に

または、
スーパー
マーケットの
ポイントと交換

ボトルtoボトル
★回収ペットボトルは、
企業が収集・再生

再生
ペットボトル

足立区 あだちエコネット事業

概 要 ・「あだちエコネット事業」の一環として､平成18年7月から区内のスーパーマーケットにペットボトル自動回収機を設置し､区

民がリサイクルに参加すると、エコネットカード（環境ICカード）にポイントがたまる新回収システムを構築した｡

・H18年度は自動回収機を区内スーパーマーケット16ヵ所に設置した｡H20年度から30ヵ所の設置となっている。

・ペットボトルを自動回収機に入れると､利用者のエコネットカードに買い物に使えるポイントがたまり（1本5ポイント）､1000

ポイントで100円分の買い物券またはスーパーマーケットのポイントと交換でき、貯めたポイントをスーパー、チェーン店等

で利用する｡

・自動回収機は、投入された容器を選別・分別、ペットボトルのみを回収しチップ状に破砕したのち、事業者が効率的に収集

し、国内でペットボトルへと再生（ボトルtoボトル）する。

・ペットボトルは、家庭から出たものが対象。

・容器包装の発生抑制策と再生（リデュース、リサイクル）。

関 係 主 体 区民／事業者／行政

全国／地域 地域型

規模（市場） ・自動回収機による回収実績（H20.4月からH21.3月まで）

回収重量：363トン、回収本数：1037万本

・回収したペットボトルは、1／10に減容化した後、企業によって効率的に収集し、ペットボトルへと再資源化を行う。

・ペットボトルの回収率は消費量の約60～70％程度にとどまっている｡

・企業のアイデアを生み出しながら、びん･缶なみの85～90％の回収率と回収コストの更なる削減を目指している｡
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洋服の青山 ﾒﾝｽﾞｽｰﾂ・礼服下取り推進事業

概 要 ・「洋服の青山」は、ウール・エコリサイクル・プロジェクトに参加し、スーツ等のウール製品をリサイクルし、再び有効に活用

するシステムづくりに取り組んでいる｡

・現在の取り組みとしては、不要となったスーツ・礼服を店舗で回収し、リサイクルセンターで再生され、再利用されている｡

・メンズスーツ・礼服を上下揃えでもって行けば、「商品割引小切手」がもらえ、「洋服の青山」でお買い物をした時に割引が

適用される｡

関 係 主 体 事業者

全国／地域 全国型

規模（市場） ・下取りされる商品･･･ウール製品紳士服スーツ上下、礼服の上下であれば、当社以外の商品でも下取りする。

・メンズスーツ・礼服は1着31,500円（税込)以上で、1取引につき、商品割引小切手1枚利用できる。

・有効期限は、発効日から1ヶ月。

・他の割引特典との併用はできない｡

・本人、発行店のみで使用できる｡

・車両用の断熱材のような産業用資材として再利用されている。最終的には、ウールは自然素材でたんぱく質でできている

ので、土に還る｡

洋服の青山 ﾒﾝｽﾞｽｰﾂ・礼服下取り推進事業 ウールリサイクル

洋服の青山

土

最終的に、ウールは

自然素材でたんぱく質
でできているので
土に還る

再生品
車両用の断熱材
のような産業用資材

消費者 リサイクル

センター

下取り
ウール製品紳士服スーツ

上下、礼服の上下

商品割引小切手

商品割引小切手の利用

買い物

販売店

ウール・エコサイクル・

プロジェクトに参加
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既に地域で行われている３Ｒ行動の促進策（ポイント・助成等のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ措置を含む）の例 

分類 事例名（※は重複分） 場所 概要 経済的ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの有

無 

（１）リデュース 

新材使用

削減 

新宿エコ自慢ポイント 新宿区 買い物をする時「レジ袋・紙袋」を

断り、レシート等に断った「証拠」

を環境イベント等に持って行くと、

景品等と交換できる。 

レジ袋辞退時にポイ

ントの還元を受け

る。 

市民の環境配慮行動を

エコポイント等に還元 

名古屋市 大都市におけるレジ袋削減に向けシ

ール方式による還元制度を導入。別

途、ＥＸＰＯエコマネー活用事業も

推進。 

レジ袋辞退時にシー

ルが交付され、集め

ると買い物券となる 

ケータイバッグ運動 ローソン レジ袋の使用を辞退した人に対し、

エコポイントとして1ポイント（＝1

円）付与される。 

商品購入の際、レジ

袋を辞退した人はポ

イントの還元を受け

る。 

市民環境パスポート

（カンパス事業） 

北九州市 レジ袋を断る等の環境行動により、

シール（カンパスシール事業）が付

与される。 

レジ袋を断るとシー

ルによるポイントの

付与を受ける。 

レジ袋使い回し大作戦 新宿区、

川口市他 

早稲田商店街において、myバッグ持

参の促進とレジ袋の回収を行うエコ

活動で、それぞれの行動時にポイン

トが付与される。 

使用済レジ袋回収と

myバック持参時に地

域通貨として還元さ

れる。 

地域通貨「らて」を活

用したレジ袋削減実証

事業 

新潟県三

条市 

レジ袋辞退や、マイ箸、リサイクル

品、廃油持参等の消費者行動に地域

通貨「らて」を付与され、ためると

地域の協力店で使用することができ

る。 

３R行動時に地域通

貨が付与される。 

ハンガー・包装の削減

ポイントサービス 

(株)光生

舎 

クリーニング店におけるハンガー回

収、ノー包装、持ち帰り袋の削減に

協力する消費者にポイント還元す

る。 

持ち帰り袋、包装辞

退時、ハンガー回収

時にポイントの還元

を受ける。 

ぎふ・エコライフ推進

プロジェクト（レジ袋

削減、マイ箸、マイ容

器等の容器包装廃棄物

の３Ｒの取組） 

岐阜県西

濃・岐阜

地域 

西濃地域２市９町・岐阜地域５市３

町でレジ袋削減などを進め、ポイン

ト還元方法として植樹、植花、エコ

グッズ交換などがある。 

レジ袋など辞退時に

ポイントの還元を受

ける。 

四国・九州アイランド

リーグ リユースカッ

プ導入支援事業 

香川県、

徳島県 

市民が４つの球団の試合にタンブラ

ーを持参すると、飲料代金の割引を

受けられる。 

タンブラーを持って

いくと飲料代割引 

ノーレジ袋の推進 山梨県 レジ袋無料配布を中止し、レジ袋削

減効果を公表。市民はマイバックを

持参することでレジ袋削減に寄与 

－ 

参考資料２ 
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ノーレジ袋の推進 山梨県ノ

ーレジ袋

推進連絡

協議会 

平成 20年 6月に、当協議会、事業者、
市民団体、商工団体、市町村、県に

よる協定を締結。協定参加者全体で

のマイバッグ等持参率は 83.7％（20
年 7月現在）、レジ袋の削減を通じた
容器包装廃棄物のリデュースに大き

な成果。 

－ 

「レジ袋減らし隊」全

国運動 
全国生活

学校連絡

協議会 

 本運動は、消費者がレジ袋を断っ

た証として「レジ袋減らし隊カード」

に店の押印を貰う仕組みで、消費者

には金銭的な見返りは一切無いが、

6,000 店舗を上回る協力店、10 県 6
市4区13町が本運動に協力して全国
で実施したもの。 

－ 

リユース箸（エコ箸）

の全店舗での導入によ

る割り箸の撤廃 

（株）松

屋フーズ 

安全性の確保やお客様の反応など４

店舗による実験導入の結果を踏ま

え、2008年 5月、697店全てでリユ
ース箸の導入を実施。年間 1億 2千
万膳、530トンのごみを削減。 

－ 

（２）リユース 

回収・利

用 

リユース食器のレンタ

ル事業 

山梨県 NPO法人がイベント主催者に有料で

レンタル食器を貸し出す。イベント

参加者はデポジット代を払い、飲食

物を購入、返却時にデポジットの返

還を受ける。 

イベント会場で飲食

物の販売時にデポジ

ット100円を上乗せ、

食器返却時に返還 

「エコフェスタおかや

ま」における食器リユ

ースシステム（デポジ

ット制度）の実践 

岡山県 エコフェスタに参加した市民は食器

のデポジットを上乗せして飲食代を

払い、食器返却時にデポジットの返

還を受ける。 

食器にデポジット

100円を上乗せし、食

器返却時に返還 

百貨店等における３Ｒ

型販売の導入実験 

京都市 惣菜を容器込みで購入した後、容器

を持参すると、別の惣菜と交換する

ことができる。 

容器返却時に 200～

300円相当の商品と

交換できる。 

無料傘の貸し出しプロ

ジェクト 

渋谷区 処分されてしまう置き忘れ傘を提携

店において、無料貸し出し傘として

活用する。 

傘返却時に地域通貨

の還元を受ける 

２Ｒ型飲料供給システ

ムの構築 

京都市 マイボトルとマイカップを導入

し、飲料中身を60円程度で提供す

る社会実験を実施している。 

マイボトル、マイカ

ップを持って行く

と、飲料中身を安く

購入できる。 

焼酎、清酒のＲビンリ

ユースシステム導入モ

デル事業 

川崎市 生産地と消費地を結ぶ効率的なリユ

ースシステムを構築するため、酒造

メーカー、びんメーカー、商店街等

が協力し、統一リユースびんの普及

を促進。 

－ 

リターナブルビンの回

収・洗浄・販売を通し

た、ビンのリユースシ

ステムの構築事業 

熊本県 消費者から酒販店や自治体にて瓶を

回収し、リユースしたり、工芸品、

舗装用骨材にリサイクル。 

－ 
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三重大学の 3R活動 三重大学 三重大学環境 ISO学生委員会が中心
となり３R 活動を実践しており、
Reuse 活動として、放置自転車の再
使用システムを構築。そのほか、オ

リジナルのエコバッグの作成、大学

生協のレジ袋有料化の実施、オリジ

ナルの循環型古紙回収再生利用シス

テムの構築。 

－ 

3R の全社的な推進-レ
ジ袋の削減運動、リサ

イクルの推進の取り組

み 

名古屋勤

労市民生

活協同組

合 

ビン牛乳、レンタルモップ、布団の

打ち直しなど再利用の取組を推進。

そのほか、リデュース、リサイクル

に関する取り組みも行っている。 

－ 

修理 廃小学校での3R活動 長崎県 市民が衣類・家具をエコプラザに持

ち込むことで、修復、再生、譲渡さ

れる。 

－ 

リユースの普及啓発事

業 

札幌市 市民が家庭で不要となった大型ごみ

の中で、再利用に耐えられるものを、

リユース回収。清掃、修理後、市民

に有償で提供。 

－ 

おもちゃの修理による

ごみの減量 

富山県 イベントにブースを設け、来場者が

持ち寄るおもちゃをその場で修理す

る。 

－ 

提供 なごやリユースステー

ション実証事業 

名古屋市 市民がスーパー等にある「リユース

ステーション」に衣類・陶器・なべ・

本などを提供。提供されたリユース

品を市民に無料で提供 

－ 

「鳥羽市リサイクルパ

ーク」の設立及び管理

運営 

三重県 家庭で不要となった生活雑貨の販売

を行う。また、市民が生ごみを家庭

で堆肥化し、施設で二次処理を行い、

利用者に還元。市民がだれでも缶、

瓶、ペット等を持ち込めるよう管理。

廃食油で石鹸づくり。 

－ 

（３）リサイクル 

生ごみ 大木町有機資源循環事

業による循環型社会シ

ステムの構築 

福岡県 分別した生ごみ、し尿、浄化槽汚泥

をメタン発酵し、有機液肥として生

成･利用。町民がその液肥を農地や家

庭菜園で使用 

－ 

生ごみ堆肥化、地元へ

の還元事業 

長野県 自治体回収による家庭系生ごみの堆

肥化を行い、地域内で菜園等を有す

る一般家庭等の希望者に無料配布。 

－ 

生ごみ等の分別収集に

よる新たなエネルギー

生成モデル実験 

京都市 市民（2200世帯）は食べ残しや調理

くずなど生ごみを分別排出。生ごみ

はバイオガス化したうえで発電、ま

た堆肥化を行っている。 

－ 

花と緑のリサイクル事

業 

和歌山県 市民が2～5世帯のグループを作り、

耕作地を持たない家庭で作られた堆

肥を耕作地を持つ家庭で有効に利用 

－ 
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綾町の自然生態系農業 宮崎県 地域から排出されるし尿、家畜の糞

尿、家庭からの生ゴミを有機肥料化

し、全町的に有機農業を行う 

－ 

小田原市立報徳小学校 

生ゴミ資源化事業 

神奈川県 給食調理場から出る生ゴミや児童が

家庭から持参した生ゴミを堆肥化 

－ 

レインボープラン 山形県 家庭や給食から出された生ごみを収

集し、コンポストセンターで牛ふん

やもみ殻を混ぜて堆肥を製造 

－ 

バイオマス循環システ

ムの構築 

栃木県 5種類（牛ふん、生ごみ、落ち葉、

もみがら、おがこ）のバイオマスの

利活用により良質なたい肥を製造し

町内の農地へ還元 

－ 

学校給食調理残さリサ

イクル事業 

新潟県 給食調理残さを乾燥処理し、豚の飼

料として使用。生産された豚肉は学

校給食材料として使用 

－ 

生ゴミ・家畜排泄物・

きのこ廃床等のリサイ

クルループの構築 

長野県 生ごみ、家畜排泄物、きのこの菌床

栽培をしている農家から出る廃培地

を混合し、堆積方式で堆肥化 

－ 

移動式生ごみ処理シス

テム 

福井県 移動式生ごみ処理機を導入し、スー

パーや学校などから排出される生ご

みを回収、一次発酵後、委託先の農

家で二次発酵させ、堆肥製造 

－ 

生ゴミ堆肥化モデルプ

ラント 

島根県 給食センターで発生する生ゴミを堆

肥化。地元の協力農家が野菜の栽培

に使用 

－ 

バイオマス資源化 大分県 分別回収した生ごみや豚糞尿、農業

集落排水汚泥などの有機物をメタン

発酵処理し、発生したバイオガスで

発電処理を行う。 

－ 

廃食用油 使用済み天ぷら油を回

収したBDFの取組み 

富山県 市民は家庭から出るてんぷら油を資

源集団回収登録団体に排出。その他

に、小中学校、保育園、温泉、病院、

飲食店から出る使用済み天ぷら油を

回収して BDFに精製、一部を庁用車

で使用。 

20円/Lの奨励金を団

体に交付 

廃食用油の回収・リサ

イクル 

ア レ フ

（びっく

りドンキ

ー） 

北海道及び都内で、家庭で使用済み

の天ぷら油を回収し、BDFにリサイ

クル。 

１yuden＝ペットボ

トル１本とし、商品

と交換 

ごみ分別28品目「スー

パーエコタウン大崎

町」3R推進運動※ 

鹿児島県 市民が28品目に資源ごみを分別、容

器包装廃棄物の洗浄を徹底。家庭か

ら出る廃食用油をせっけん＆BDF化 

－ 

米代川流域 BDF製造事

業 

秋田県 地域の住民、婦人会、町内会、地元

市町村と連携し、家庭から出る廃食

用油の回収を行っている。小規模分

散型で廃食用油の回収から BDFの製

造を行う。 

－ 

使用済みてんぷら油回

収事業 

京都市 市民は使用したてんぷら油を分別排出

する。使用済み油は回収され、事業系

の廃食用油と合わせてBDFを精製 

－ 
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産官学民連携による廃

食用油からバイオデイ

ーゼル燃料製造・利活

用推進実証事業 

堺市 一般家庭から出る廃食用油を回収

し、超音波反応技術を使った製造プ

ラントでバイオデイーゼル燃料を製

造 

－ 

知床廃食油循環利用～

地域から排出される廃

食油を BDFとして地域

内の公共交通機関に循

環利用～ 

北海道 町民は月に１回、廃食用油を分別排

出。廃食油から BDFを製造し、公共

交通機関（循環バスやスクールバス）

で循環利用 

－ 

使用済食用油による

BDFの精製 

岩手県 旅館やホテルなどから使用済食用油

を有償で買い取り、BDFを精製 

－ 

金山町・菜の花プロジ

ェクト 

山形県 菜の花栽培を行い、菜種油を製造、

販売。飲食店や学校給食から廃食用

油が提供され、BDFを生成 

－ 

福祉関係施設との協働

による「菜の花 ECOプ

ロジェクト」 

鳥取県 加茂川の浚渫により発生したヘドロ

を改良し、地元農家で菜の花等を試

験栽培。廃食用油を回収し、BDFを

精製 

－ 

容器包装 あだちエコネット事業 足立区 小売店の店頭に自動回収機を設置

し、ペットボトルの回収に協力する

と、買い物に使えるポイントがたま

り、スーパー等で利用できる。 

ペットボトルを回収

機に入れると、ポイ

ントの還元を受け

る。 

クリーニングカバー・

ハンガーのリサイクル 

仙台市 市民はクリーニングに行く際にカバ

ー、ハンガーを取次店に持ち込む。 

カバー、ハンガーを

排出する際、取次店

からポイントなどの

還元を受ける。 

ごみ分別28品目「スー

パーエコタウン大崎

町」3R推進運動※ 

鹿児島県 市民が28品目に資源ごみを分別、容

器包装廃棄物を洗浄。家庭から出る

廃食用油をせっけん＆BDF化 

－ 

食品トレーリサイクル

新庄方式 

山形県 市民は地域のスーパー等の店頭に食

品トレーを持ち込む。NPOが食品ト

レーを回収、食品トレーをトレーの

原料となるペレットに再生し、再生

トレーを製造 

－ 

廃木材と廃プラスチッ

クのマテリアルリサイ

クル 

千葉県 廃プラスチックを繊維化し、廃木材

のチップと混合・熱圧・冷圧成型に

より、建設資材を製造 

－ 

陶磁器 廃食器のリユース・リ

サイクル運動 

奈良県 再生土を 20%含んだ陶磁器菓子容器

の製造し、お菓子販売店等と連携し

て、デポジット運動を行っている。

回収された容器は陶器市などでリユ

ース、陶磁器としてリサイクルされ

ている。 

店頭で菓子を販売す

る際、デポジットを

上乗せして販売。 

陶磁食器の再生プロジ

ェクト 

岐阜県 消費者は、生活の中で壊れたり、馴

染まなくなった不用食器を排出。そ

れを粉砕して原料の一部にまぜ、再

度成形・焼成 

－ 
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洋服 洋服下取り推進事業 洋服の青

山 

不要となったスーツ等を店舗に持っ

て行くと、商品割引券が付与される。

スーツ等はリサイクルセンターで再

生され、再利用される。 

スーツ上下等を持ち

込むと商品購入時に

使える割引券が付与

される。 

割り箸 樹恩割り箸ネットワー

ク 

徳島県 国産材の端材を活用した割り箸を生

産し、四国地域の大学生協等で利用 

－ 

割りばし循環サイクル

プロジェクト 

香川県 使用済み割りばしを上質紙に再生 － 

せん定枝 緑ごみリサイクル（グ

リーンリサイクル）事

業 

岐阜県 市民は家庭から出るせん定枝等を市

内15箇所の回収拠点へ排出。緑ごみ

は再資源化施設でチップ化される。 

－ 

ガラスの

リサイク

ル 

使用済みガラスビンの

リサイクルの取組み 

神奈川県 消費者が使用済みのガラスびんを店

頭に返却。工場でカレットにした後、

再生利用される。 

－ 

紙のリサ

イクル 

ミックスペーパー分別

収集モデル事業 

川崎市 市民（10万世帯）はミックスペーパ

ーを分別して排出。トイレットペー

パーへとリサイクルされている。 

－ 

（参考：各種情報収集に基づくもの。一部は平成 20年度「地域循環圏等優良事例調査」、「平成 20年度容器包装
３R推進環境大臣賞」より関連取組を抜粋） 

 
























































